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報告第８号 

 

 

令和４年度決算に基づく健全化判断比率 

及び資金不足比率について 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３

条第１項及び第２２条第１項の規定により、令和４年度決算に基づく健全化判

断比率及び資金不足比率について、次のとおり報告する。 

 

 

令和５年９月５日 提出 

 

 

 池田市長 瀧 澤 智 子           
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令和４年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率 

 
 

○ 健全化判断比率 
（単位：％） 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

令和４年度 ─── ─── １．２ ─── 

早期健全化基準 １２．２０ １７．２０ ２５．０ ３５０．０ 

財 政再生 基 準 ２０．００ ３０．００ ３５．０  

 

※ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び将来負担比率が算定されない場合は「－」を

表示。 

 
 
 
○ 資金不足比率（公営企業） 

（単位：％） 

 病 院 事 業 会 計 水 道 事 業 会 計 公共下水道事業会計 

令和４年度 ─── ─── ─── 

経営健全化基準 ２０．０ ２０．０ ２０．０ 

 
※ 資金不足額がない場合は「－」を表示。 
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報告第８号  参  考 

 

 

１ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）について 

 ・平成１９年６月制定 

 ・毎年度における健全化判断比率及び資金不足比率の公表 

 ・比率に応じた地方公共団体の財政の早期健全化及び財政の再生並びに公営企業の

経営の健全化の促進 

 

２ 財政健全化法制定の背景 

 ・分かりやすい財政情報の開示等 

   フ ロ ー 指 標 … 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率 

   ストック指標 … 将来負担比率（公社等を含めた実質的負債による指標） 

 ・早期是正機能の制度化等による旧法（財政再建法）の改善 

 

３ 早期健全化基準・財政再生基準 

  （地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令） 

令和４年度 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

早期健全化基準 １２．２０％ １７．２０％ ２５．０％ ３５０．０％ 

財 政 再 生 基 準 ２０．００％ ３０．００％ ３５．０％  

 

４ 早期健全化段階で行うこと （財政健全化法第４条第２項） 

 ・自主的な改善努力による財政健全化 

 ・財政健全化計画の策定及び議会の議決 

 ・個別外部監査契約に基づく監査の実施 

 ・毎年度における実施状況の議会への報告及び公表 

  （達成が著しく困難と認められる場合は、総務大臣又は知事による必要な勧告） 

 

５ 財政の再生段階で行うこと （財政健全化法第８条第３項） 

 ・国等の関与による確実な再生 

 ・財政再生計画の策定 

  （議会の議決及び公表並びに総務大臣との協議及び総務大臣の同意） 

 ・個別外部監査契約に基づく監査の実施 

 ・毎年度における実施状況の議会への報告及び公表 

  （運営が計画に適合しないと認められる場合は、総務大臣による予算の変更等必

要な措置の勧告） 

 ・起債の制限等 
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６ 健全化判断比率の算定 

 ① 実質赤字比率 

   一般会計の実質赤字額の標準財政規模に対する比率 

 

 ② 連結実質赤字比率 

   各会計の実質赤字（黒字）額又は資金不足（剰余）額の合計の標準財政規模に

対する比率（財産区特別会計を除く。） 

 

 ③ 実質公債費比率 

   一般会計が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 

 

 ④ 将来負担比率 

   一般会計が将来負担すべき負債（将来負担額）の標準財政規模に対する比率 

    ・将来負担額 

      地方債現在高、債務負担行為に基づく支出予定額、 

      公営企業債等繰入見込額、退職手当負担見込額 

    ・将来負担額から控除するもの 

      基金等の充当可能財源、特定歳入見込額（都市計画税）、 

      地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額 

 

７ 資金不足比率（公営企業） 

 ・経営健全化基準（２０％）以上となった場合は、「４ 早期健全化段階で行うこ

と」と同様の措置（「財政健全化」を「経営健全化」に読み替える。） 

 ・比率の算定については、下記のとおり 

  （地方公営企業法適用事業） 事業の規模に占める資金の不足額の割合 

   病院事業 

   （流動負債－翌年度償還の企業債－流動資産）÷（医業収益） 

   水道事業 

   （流動負債－翌年度償還の企業債－流動資産）÷（営業収益－受託工事収益） 

   公共下水道事業 

   （流動負債－翌年度償還の企業債－流動資産）÷（営業収益） 
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議案第５２号 

 

  

池田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営 

に関する基準を定める条例の一部改正についてててててて 

 

 

 池田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和５年９月５日 提出 

 

 

                     池田市長□瀧 澤 智 子□□ 

 

 

 

 

 

 

理  由 

  就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

の一部改正に伴い、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準 

を定める条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例（平成２６年池田市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

第１５条第１項第２号中「同条第１１項」を「同条第１０項」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５２号  説  明 

 

池田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営 

に関する基準を定める条例の一部改正についてててててて 

 

１ 引用条項を改めるものであること。 

（第１５条の改正関係） 

２ この条例は、公布の日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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. 

議案第５２号  参  考 

 池田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（案）対照表 

改        正        前 改        正        後 

第１条～第１４条 （略） 

（特定教育・保育の取扱方針） 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる施設の区分に応じて、そ

れぞれ当該各号に定めるものに基づき、小学校就学前子どもの心身の状況等

に応じて、特定教育・保育の提供を適切に行わなければならない。 

(1) （略） 

(2) 認定こども園（認定こども園法第３条第１項又は第３項の認定を受けた

施設及び同条第１１項の規定による公示がされたものに限る。） 次号及

び第４号に掲げる事項 

(3)・(4) （略） 

２ （略） 

第１６条～第５２条 （略） 

 

 

 

 

 

第１条～第１４条 （略） 

（特定教育・保育の取扱方針） 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる施設の区分に応じて、そ

れぞれ当該各号に定めるものに基づき、小学校就学前子どもの心身の状況等

に応じて、特定教育・保育の提供を適切に行わなければならない。 

(1) （略） 

(2) 認定こども園（認定こども園法第３条第１項又は第３項の認定を受けた

施設及び同条第１０項の規定による公示がされたものに限る。） 次号及

び第４号に掲げる事項 

(3)・(4) （略） 

２ （略） 

第１６条～第５２条 （略） 
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議案第５３号 

  

  

池田市水道事業給水条例の一部改正について 

  

  

池田市水道事業給水条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  

  

令和５年９月５日 提出 

  

  

池田市長 瀧 澤 智 子 

  

  

  

  

  

  

  

 

理  由 

水道の使用料について、適格請求書等保存方式の開始に伴う所要の規定の

整備を行うとともに、水道事業の健全経営に資するよう、水需要の変化に対

応した料金体系の見直し及び改定を行うため、本条例の一部を改正するもの

である。 
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池田市条例第  号 

 

池田市水道事業給水条例の一部を改正する条例（案） 

 

第１条 池田市水道事業給水条例（平成９年池田市条例第３８号）の一部を次

のように改正する。 

第２２条第１項中「、水道料金及びメーター料とし」を削る。 

第２３条第１項中「水道料金算定」を「使用料の算定」に改め、同条第３

項中「前項ただし書の」の次に「規定により２か月以上の分を一括して計量

した」を加え、「毎月」を「各月」に改める。 

第２４条第１項中「水道料金は、別表第２により算定した額」を「使用料

の額は、各月において水量に応じて算定した水道料金とその計量に用いるメ

ーターの口径に応じて算定したメーター料の合計額（第２７条第１項ただし

書の規定により２か月分以上の使用料をまとめて徴収する場合は、その各月

について算定した額の合計額）」に改め、同条第２項を次のように改める。 

２ 水道料金の額は別表第２により算定し、メーター料の額は別表第３によ

り算定する。 

第２４条第３項中「用途」の次に「（第２６条第１項において単に「用

途」という。）」を加え、同条第４項を削る。 

第２６条中「使用料算定」を「第２４条第２項の規定にかかわらず、使用

料の算定」に、「廃止し」を「若しくは廃止し」に、「の使用料」を「の当

該月分の水道料金及びメーター料の額」に、「とおり」を「各号に掲げる場

合の区分に応じ、当該各号に定める額」に改め、同条各号を次のように改め

る。 

(1) 用途が一般の場合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 
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ア 当該月の使用日数が１５日以内の場合で、当該月の水量が基本水量

（別表第２に定める基本料金に係る水量の上限をいう。以下同じ。）

の２分の１以下のとき 水道料金の額にあっては１か月使用したもの

とした場合の同表により算定した額（以下この項において「１か月水

道料金の額」という。）の２分の１の額、メーター料の額にあっては

１か月使用したものとした場合の別表第３により算定した額（以下こ

の項において「１か月メーター料の額」という。）の２分の１の額 

イ 当該月の使用日数が１５日以内の場合で、当該月の水量が基本水量

の２分の１を超えるとき 水道料金の額にあっては１か月水道料金の

額、メーター料の額にあっては１か月メーター料の額の２分の１の額 

ウ 当該月の使用日数が１５日を超える場合 水道料金の額にあっては

１か月水道料金の額、メーター料の額にあっては１か月メーター料の

額 

(2) 用途が湯屋又は臨時の場合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

ア 当該月の使用日数が１５日以内の場合 水道料金の額にあっては１

か月水道料金の額、メーター料の額にあっては１か月メーター料の額

の２分の１の額 

イ 当該月の使用日数が１５日を超える場合 水道料金の額にあっては

１か月水道料金の額、メーター料の額にあっては１か月メーター料の

額 

第２６条に次の１項を加える。 

２ 第２４条第２項及び前項の規定にかかわらず、第２条ただし書の規定に

より市域外に給水する場合の水道料金の額は、第２４条第２項の規定によ

り算定した額（使用料の算定の基礎となる月の途中で使用を開始し、中止

し、若しくは廃止し、又は給水を停止した場合の当該月の水道料金の額に
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ついては、１か月使用したものとした場合の同項の規定により算定した

額）の２倍以内で管理者が定める額とする。 

別表第２及び別表第３中「第２４条関係」を「第２４条、第２６条関係」

に改める。 

第２条 池田市水道事業給水条例の一部を次のように改正する。 

第２４条第１項中「に応じて算定した水道料金と」を「及び」に、「メー

ター料の合計額」を「水道料金の額」に改め、「について算定した」の次に

「水道料金の」を加え、同条第２項中「別表第２により算定し、メーター料

の額は」を「、管理者が別に定める基準による水道の用途（第２６条第１項

において単に「用途」という。）が一般の場合にあっては別表第２、湯屋又

は臨時の場合にあっては」に改め、同条第３項を削る。 

第２６条第１項中「及びメーター料」を削り、同項第１号ア中「。以下同

じ」及び「水道料金の額にあっては」を削り、「同表により算定した額（以

下この項」を「同表により算定した額（イ」に改め、「、メーター料の額に

あっては１か月使用したものとした場合の別表第３により算定した額（以下

この項において「１か月メーター料の額」という。）の２分の１の額」を削

り、同号イを次のように改める。 

イ アに掲げる場合以外の場合 １か月水道料金の額 

第２６条第１項第１号ウを削り、同項第２号ア及びイを次のように改め

る。 

ア 当該月の使用日数が１５日以内の場合 １か月使用したものとした

場合の別表第３により算定した基本料金の額の２分の１の額と１か月

使用したものとした場合の同表により算定した超過料金の額の合計額 

イ 当該月の使用日数が１５日を超える場合 １か月使用したものとし

た場合の別表第３により算定した水道料金の額 

別表第２及び別表第３を次のように改める。 
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別表第２（第２４条、第２６条関係） 

１か月当たりの水道料金（一般用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １個のメーターを２戸以上で使用する場合の各戸における基本料金

の額は、メーターの口径が２０ミリメートルまでのものに適用される金

額とする。 

別表第３（第２４条、第２６条関係） 

種別 水量 メーターの口径 金額 

基本料金 ８立方メートルまで ２０ミリメートルまで ８００円 

２５ミリメートル １，０００円 

３０ミリメートル ３，０００円 

４０ミリメートル ４，０００円 

５０ミリメートル ８，０００円 

７５ミリメートル ３０，０００円 

１００ミリメートル １００，０００円 

１５０ミリメートル ４００，０００円 

２５０ミリメートル ６５０，０００円 

超過料金

（１立方

メートル

につき） 

８立方メートルを超え 

１０立方メートルまで 

― ７５円 

１０立方メートルを超え 

２０立方メートルまで 

― １５５円 

２０立方メートルを超え 

３０立方メートルまで 

― ２１５円 

３０立方メートルを超え 

４０立方メートルまで 

― ２６０円 

４０立方メートルを超え 

５０立方メートルまで 

― ３００円 

５０立方メートルを超え 

１００立方メートルまで 

― ３３０円 

１００立方メートルを超え 

５００立方メートルまで 

― ３５０円 

５００立方メートル超 ― ３６０円 
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１か月当たりの水道料金（湯屋用・臨時用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例中第１条及び次項の規定は令和５年１０月１日から、第２条並び

に附則第３項及び第４項の規定は令和６年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の池田市水道事業給水条例第２４条及び第２６

条の規定は、第１条の規定の施行の日以後に請求をする使用料の算定につい

て適用する。 

３ 第２条の規定による改正後の池田市水道事業給水条例第２４条及び第２６

条並びに別表第２及び別表第３の規定は、第２条の規定の施行の日以後の使

用に係る使用料の算定について適用し、同日前の使用に係る使用料の算定に

ついては、なお従前の例による。 

４ 前項の規定にかかわらず、第２条の規定の施行の日以後の使用に係る使用

料と同日前の使用に係る使用料を合わせて請求をする場合にあっては、これ

らの使用料の算定については、同日以後においても、なお従前の例による。 

種別 メーターの口径 金額 

基本料金 湯屋用及び

臨時用 

２０ミリメートルまで ５０円 

２５ミリメートル ７０円 

３０ミリメートル ２００円 

４０ミリメートル ３００円 

５０ミリメートル ２，０００円 

７５ミリメートル ２，３００円 

１００ミリメートル ３，０００円 

１５０ミリメートル以上 １２，０００円 

超過料金（１立方メート

ルにつき） 

湯屋用 ― ６０円 

臨時用 ― ７００円 
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議案第５３号  説  明 

 

池田市水道事業給水条例の一部改正について 

 

１ １請求書当たり消費税額の算定における端数処理を税率ごとに１回とする

適格請求書等保存方式に対応するため、水道の使用料の算定における水道料

金及びメーター料への消費税等相当額の加算について所要の整備を行うとと

もに、文言の整備等の規定の整備を行うものであること。 

    （第１条中第２２条から第２４条まで及び第２６条並びに 

別表第２及び別表第３の改正関係） 

２ 水道の使用料について、メーター料を廃止し、水道料金の算定においては、

従来の使用水量のほか、その計量に用いるメーターの口径に応じて行うこと

とするとともに、料金改定を行うものであること。 

（第２条中第２４条及び第２６条並びに別表第２及び 

別表第３の改正関係） 

３ この条例中、１については令和５年１０月１日から、２については令和６

年１月１日から施行するものであること。また、所要の経過措置を設けるも

のであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第５３号  参  考（１） 

池田市水道事業給水条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

１ 池田市水道事業給水条例 

第１条～第２１条 （略） 

（使用料の支払義務） 

第２２条 使用料は、水道料金及びメーター料とし、水道の使用者から徴収す

る。 

２ （略） 

（水量の計量） 

第２３条 水道料金算定の基礎となる使用水量（以下「水量」という。）は、

メーターにより計量する。ただし、管理者が必要と認めるときは、水量を認

定することができる。 

２ （略） 

３ 前項ただし書の場合の水量は、毎月均等に使用したものとみなす。 

 

４ （略） 

（使用料の算定） 

第２４条 水道料金は、別表第２により算定した額に消費税等相当額を加算し

た額（その額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとす

１ 池田市水道事業給水条例 

第１条～第２１条 （略） 

（使用料の支払義務） 

第２２条 使用料は、水道の使用者から徴収する。 

 

２ （略） 

（水量の計量） 

第２３条 使用料の算定の基礎となる使用水量（以下「水量」という。）は、

メーターにより計量する。ただし、管理者が必要と認めるときは、水量を認

定することができる。 

２ （略） 

３ 前項ただし書の規定により２か月以上の分を一括して計量した場合の水量

は、各月均等に使用したものとみなす。 

４ （略） 

（使用料の算定） 

第２４条 使用料の額は、各月において水量に応じて算定した水道料金とその

計量に用いるメーターの口径に応じて算定したメーター料の合計額（第２７

-
 
1
6
 
-



        改        正        前         改        正        後 

る。）とする。 

 

 

 

２ メーター料は、別表第３に定める額に消費税等相当額を加算した額（その

額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。）とす

る。 

３ 別表第２に定める水道料金の用途の適用基準については、管理者が別に定

める。 

４ 第２条ただし書の規定により、市域外に供給するときの水道料金は、第１

項に定める額の２倍以内とする。 

第２５条 （略） 

（特別の場合における使用料の算定） 

第２６条 使用料算定の基準となる月の中途で使用を開始し、中止し、廃止

し、又は給水を停止したときの使用料は、次のとおりとする。 

 

 

(1) 使用日数が１５日以内で水量が基本水量の２分の１以下のときは、基本

料金の２分の１とし、メーター料についても、２分の１ 

条第１項ただし書の規定により２か月分以上の使用料をまとめて徴収する場

合は、その各月について算定した額の合計額）に消費税等相当額を加算した

額（その額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとす

る。）とする。 

２ 水道料金の額は別表第２により算定し、メーター料の額は別表第３により

算定する。 

 

３ 別表第２に定める水道料金の用途（第２６条第１項において単に「用途」

という。）の適用基準については、管理者が別に定める。 

 

 

第２５条 （略） 

（特別の場合における使用料の算定） 

第２６条 第２４条第２項の規定にかかわらず、使用料の算定の基準となる月

の中途で使用を開始し、中止し、若しくは廃止し、又は給水を停止したとき

の当該月分の水道料金及びメーター料の額は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 用途が一般の場合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める

額 

-
 
1
7
 
-



        改        正        前         改        正        後 

(2) 使用日数が１５日以内で水量が基本水量の２分の１を超えるときは、１

か月として算定し、メーター料については２分の１ 

(3) 使用日数が１５日を超えるときは、１か月として算定した金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 当該月の使用日数が１５日以内の場合で、当該月の水量が基本水量

（別表第２に定める基本料金に係る水量の上限をいう。以下同じ。）の

２分の１以下のとき 水道料金の額にあっては１か月使用したものとし

た場合の同表により算定した額（以下この項において「１か月水道料金

の額」という。）の２分の１の額、メーター料の額にあっては１か月使

用したものとした場合の別表第３により算定した額（以下この項におい

て「１か月メーター料の額」という。）の２分の１の額 

イ 当該月の使用日数が１５日以内の場合で、当該月の水量が基本水量の

２分の１を超えるとき 水道料金の額にあっては１か月水道料金の額、

メーター料の額にあっては１か月メーター料の額の２分の１の額 

ウ 当該月の使用日数が１５日を超える場合 水道料金の額にあっては１

か月水道料金の額、メーター料の額にあっては１か月メーター料の額 

(2) 用途が湯屋又は臨時の場合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次

に定める額 

ア 当該月の使用日数が１５日以内の場合 水道料金の額にあっては１か

月水道料金の額、メーター料の額にあっては１か月メーター料の額の２

分の１の額 

イ 当該月の使用日数が１５日を超える場合 水道料金の額にあっては１

か月水道料金の額、メーター料の額にあっては１か月メーター料の額 

-
 
1
8
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

第２７条～第４４条 （略） 

別表第１ （略） 

別表第２（第２４条関係） 

水道料金 

 

別表第３（第２４条関係） 

メーター料 

 

別表第４・別表第５ （略） 

２ 池田市水道事業給水条例 

第１条～第２３条 （略） 

（使用料の算定） 

第２４条 使用料の額は、各月において水量に応じて算定した水道料金とその

２ 第２４条第２項及び前項の規定にかかわらず、第２条ただし書の規定によ

り市域外に給水する場合の水道料金の額は、第２４条第２項の規定により算

定した額（使用料の算定の基礎となる月の途中で使用を開始し、中止し、若

しくは廃止し、又は給水を停止した場合の当該月の水道料金の額について

は、１か月使用したものとした場合の同項の規定により算定した額）の２倍

以内で管理者が定める額とする。 

第２７条～第４４条 （略） 

別表第１ （略） 

別表第２（第２４条、第２６条関係） 

水道料金 

 

別表第３（第２４条、第２６条関係） 

メーター料 

 

別表第４・別表第５ （略） 

２ 池田市水道事業給水条例 

第１条～第２３条 （略） 

（使用料の算定） 

第２４条 使用料の額は、各月において水量及びその計量に用いるメーターの

（略） 

（略） 

（略） 

（略） 

-
 
1
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-



        改        正        前         改        正        後 

計量に用いるメーターの口径に応じて算定したメーター料の合計額（第２７

条第１項ただし書の規定により２か月分以上の使用料をまとめて徴収する場

合は、その各月について算定した額の合計額）に消費税等相当額を加算した

額（その額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとす

る。）とする。 

２ 水道料金の額は別表第２により算定し、メーター料の額は別表第３により

算定する。 

 

３ 別表第２に定める水道料金の用途（第２６条第１項において単に「用途」

という。）の適用基準については、管理者が別に定める。 

第２５条 （略） 

（特別の場合における使用料の算定） 

第２６条 第２４条第２項の規定にかかわらず、使用料の算定の基準となる月

の中途で使用を開始し、中止し、若しくは廃止し、又は給水を停止したとき

の当該月分の水道料金及びメーター料の額は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 用途が一般の場合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める  

額 

ア 当該月の使用日数が１５日以内の場合で、当該月の水量が基本水量

口径に応じて算定した水道料金の額（第２７条第１項ただし書の規定により

２か月分以上の使用料をまとめて徴収する場合は、その各月について算定し

た水道料金の額の合計額）に消費税等相当額を加算した額（その額に１円未

満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。）とする。 

 

２ 水道料金の額は、管理者が別に定める基準による水道の用途（第２６条第

１項において単に「用途」という。）が一般の場合にあっては別表第２、湯

屋又は臨時の場合にあっては別表第３により算定する。 

 

 

第２５条 （略） 

（特別の場合における使用料の算定） 

第２６条 第２４条第２項の規定にかかわらず、使用料の算定の基準となる月

の中途で使用を開始し、中止し、若しくは廃止し、又は給水を停止したとき

の当該月分の水道料金の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各

号に定める額とする。 

(1) 用途が一般の場合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める  

額 

ア 当該月の使用日数が１５日以内の場合で、当該月の水量が基本水量

-
 
2
0
 
-



        改        正        前         改        正        後 

（別表第２に定める基本料金に係る水量の上限をいう。以下同じ。）の

２分の１以下のとき 水道料金の額にあっては１か月使用したものとし

た場合の同表により算定した額（以下この項において「１か月水道料金

の額」という。）の２分の１の額、メーター料の額にあっては１か月使

用したものとした場合の別表第３により算定した額（以下この項におい

て「１か月メーター料の額」という。）の２分の１の額 

イ 当該月の使用日数が１５日以内の場合で、当該月の水量が基本水量の

２分の１を超えるとき 水道料金の額にあっては１か月水道料金の額、

メーター料の額にあっては１か月メーター料の額の２分の１の額 

ウ 当該月の使用日数が１５日を超える場合 水道料金の額にあっては１

か月水道料金の額、メーター料の額にあっては１か月メーター料の額 

(2) 用途が湯屋又は臨時の場合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次

に定める額 

ア 当該月の使用日数が１５日以内の場合 水道料金の額にあっては１か

月水道料金の額、メーター料の額にあっては１か月メーター料の額の２

分の１の額 

イ 当該月の使用日数が１５日を超える場合 水道料金の額にあっては１

か月水道料金の額、メーター料の額にあっては１か月メーター料の額 

２ （略） 

（別表第２に定める基本料金に係る水量の上限をいう。）の２分の１以

下のとき １か月使用したものとした場合の同表により算定した額（イ

において「１か月水道料金の額」という。）の２分の１の額 

 

 

 

イ アに掲げる場合以外の場合 １か月水道料金の額 

   

 

 

 

(2) 用途が湯屋又は臨時の場合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次

に定める額 

ア 当該月の使用日数が１５日以内の場合 １か月使用したものとした場

合の別表第３により算定した基本料金の額の２分の１の額と１か月使用

したものとした場合の同表により算定した超過料金の額の合計額 

イ 当該月の使用日数が１５日を超える場合 １か月使用したものとした

場合の別表第３により算定した水道料金の額 

２ （略） 

-
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-



        改        正        前         改        正        後 

第２７条～第４４条 （略） 

別表第１ （略） 

別表第２（第２４条、第２６条関係） 

水道料金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２７条～第４４条 （略） 

別表第１ （略） 

別表第２（第２４条、第２６条関係） 

１か月当たりの水道料金（一般用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種別 水量 メーターの口径 金額 

基本料金 ８立方メートルまで ２０ミリメートルまで ８００円 

２５ミリメートル １，０００円 

３０ミリメートル ３，０００円 

４０ミリメートル ４，０００円 

５０ミリメートル ８，０００円 

７５ミリメートル ３０，０００円 

１００ミリメートル １００，０００円 

１５０ミリメートル ４００，０００円 

２５０ミリメートル ６５０，０００円 

超過料金

（１立方

メートル

につき） 

８立方メートルを超え 

１０立方メートルまで 

― ７５円 

１０立方メートルを超え 

２０立方メートルまで 

― １５５円 

２０立方メートルを超え 

３０立方メートルまで 

― ２１５円 

用途 基本料金 

（１か月につき） 

超過料金 

（１か月１立方メートルにつき） 

水量 金額 水量 金額 

一般用 ８立方メー

トルまで 

７１０円 ８立方メートルを超え１０立方メ

ートルまで 

７５円 

１０立方メートルを超え２０立方

メートルまで 

１５０円 

２０立方メートルを超え３０立方

メートルまで 

２０５円 

３０立方メートルを超え４０立方

メートルまで 

２７０円 

４０立方メートルを超え５０立方

メートルまで 

３１５円 

５０立方メートルを超え１００立

方メートルまで 

３５２円 

１００立方メートルを超え５００

立方メートルまで 

３６１円 

-
 
2
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-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

                                   

 

 

 

 

 

別表第３（第２４条、第２６条関係） 

メーター料 

（１か月１個につき） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   

備考 １個のメーターを２戸以上で使用する場合の各戸における基本料金の

額は、メーターの口径が２０ミリメートルまでのものに適用される金額と

する。 

別表第３（第２４条、第２６条関係） 

１か月当たりの水道料金（湯屋用・臨時用） 

 

 

 

 

 

 

 ３０立方メートルを超え 

４０立方メートルまで 

― ２６０円 

４０立方メートルを超え 

５０立方メートルまで 

― ３００円 

５０立方メートルを超え 

１００立方メートルまで 

― ３３０円 

１００立方メートルを超え 

５００立方メートルまで 

― ３５０円 

５００立方メートル超 ― ３６０円 

   ５００立方メートルを超え１，０

００立方メートルまで 

３６６円 

１，０００立方メートルを超える

もの 

３７１円 

湯屋用 １立方メートルにつき ６０円 

臨時用 １立方メートルにつき ７００円 

メーターの口径 金額 

２０ミリメートルまで ５０円 

２５ミリメートル ７０円 

３０ミリメートル ２００円 

４０ミリメートル ３００円 

種別 メーターの口径 金額 

基本料金 湯屋用及び

臨時用 

２０ミリメートルまで ５０円 

２５ミリメートル ７０円 

３０ミリメートル ２００円 

４０ミリメートル ３００円 

５０ミリメートル ２，０００円 

-
 
2
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

                                   

別表第４・別表第５ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   

別表第４・別表第５ （略） 

 

５０ミリメートル ２，０００円 

７５ミリメートル ２，３００円 

１００ミリメートル ３，０００円 

１５０ミリメートル １２，０００円 

口径２００ミリメートル以上については、管理者がその都度定める。 

 

  ７５ミリメートル ２，３００円 

１００ミリメートル ３，０００円 

１５０ミリメートル以上 １２，０００円 

超過料金（１立方メ

ートルにつき） 

湯屋用 ― ６０円 

臨時用 ― ７００円 

 

-
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-



議案第５３号  参  考（２） 

 

Ⅰ．水道料金の改定理由 

水道事業は、昭和１２年に創設認可を受け、これまでに６次にわたる拡張事

業を経て、市勢の伸展に伴う水需要に対応してきた。 

平成２３年度から施設整備事業を実施し、既存施設の耐震化・更新に取り組

み、さらに令和５年度から危機管理体制の充実に向けて取り組んでいる。 

また、事業経営の健全化に向けた取組を行い、平成５年１１月の料金改定以

来、純利益の計上を続け、平成２６年１月に水道料金とメーター料の見直しに

伴い減額改定を行った。 

しかし、近年、市民の節水意識の高まり、節水機器の普及、加えて大口使用

者の使用水量の減少により、水需要が減少し、料金収入が減少している。一方、

今後は更新時期を迎えた施設が増加し、災害に強い水道施設の整備のため、多

額の事業費が必要となっている。 

将来にわたって安全で安定した水道水を継続して供給していくために、平成

２９年度に上下水道事業経営戦略を策定し、以後５年ごとに見直しを行い経営

基盤の強化を図っている。上下水道事業経営戦略では、水需要の増減に収入が

影響されにくく、投資に係る費用負担が明確な料金体系として、従来の用途別

料金体系から、口径別料金体系への変更を掲げており、将来にわたって安定的

な水道事業の財源が確保できる料金体系の構築が必要であると考える。 

現在の使用料は、基本料金と超過料金の組み合わせによる水道料金とメータ

ー料から構成しており、生活用水への配慮と水の大量使用を抑制するために、

使用水量が増えるほど単価が高くなる逓増制を採用しているが、水需要の変化

に対応した費用負担への見直しが必要であると考える。 

このような状況を踏まえ、今回の料金改定については、水道料金の用途別料

金体系から口径別料金体系への料金体系の見直しを行うものである。 

また、今後、収支バランスを考えながら、健全な事業経営を継続するため、

定期的な上下水道事業経営戦略の見直しの中で、水道料金の検討を行う必要が

あると考えている。 

- 25 -



Ⅱ．水道料金の改定に当たっての基本的な考え方 

１．水道料金の改定 

料金体系の変更 

基本料金については、水需要の増減に収入が影響されにくい体系として、

費用負担の公平性を図るため、用途別料金体系から口径別料金体系（用途別

口径別併用料金体系）への変更を行い、メーター料を廃止する。 

(1) 一般用 

・基本水量 

基本料金の上限水量については、近年の１か月１人当たりの使用量を勘案 

し、現行どおり８㎥とする。 

・超過料金の改定 

  逓増度の緩和を行うため、大口使用者の超過料金について一定程度引下げ 

を行う。 

(2) 湯屋用・臨時用 

  口径別の基本料金を設定し、超過料金については現行どおり据え置く。 

２．改定期間 

今回の水道料金の改定は、５年程度継続するものとし、以後、定期的に見

直しを行う。 

３．改定率 

水道料金の平均改定率 ４.７３％ 

４．施行年月日 

 令和６年１月１日 
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Ⅲ．水道料金及びメーター料 現行・改定後比較表 

◎水道料金（税抜）                  （単位：円／月） 

 （１）一般用 

 （２）湯屋用・臨時用 

 

◎メーター料（税抜）   （単位：円／月） 

 

 

 

 

現行 改定後

20mmまで 50 0 ▲ 50 皆減

25mm 70 0 ▲ 70 皆減

30mm 200 0 ▲ 200 皆減

40mm 300 0 ▲ 300 皆減

50mm 2,000 0 ▲ 2,000 皆減

75mm 2,300 0 ▲ 2,300 皆減

100mm 3,000 0 ▲ 3,000 皆減

150mm以上 12,000 0 ▲ 12,000 皆減

口径
金額

差額 改定率

現行 改定後

20mmまで 710 800 90 12.7%

25mm 710 1,000 290 40.8%

30mm 710 3,000 2,290 322.5%

40mm 710 4,000 3,290 463.4%

50mm 710 8,000 7,290 1026.8%

75mm 710 30,000 29,290 4125.4%

100mm 710 100,000 99,290 13984.5%

150mm 710 400,000 399,290 56238.0%

250mm 710 650,000 649,290 91449.3%

Ⅱ 8㎥を超え10㎥まで 75 75 0 0.0%

Ⅲ 10㎥を超え20㎥まで 150 155 5 3.3%

Ⅳ 20㎥を超え30㎥まで 205 215 10 4.9%

Ⅴ 30㎥を超え40㎥まで 270 260 ▲ 10 ▲3.7%

Ⅵ 40㎥を超え50㎥まで 315 300 ▲ 15 ▲4.8%

Ⅶ 50㎥を超え100㎥まで 352 330 ▲ 22 ▲6.3%

Ⅷ 100㎥を超え500㎥まで 361 350 ▲ 11 ▲3.0%

Ⅸ 500㎥を超え1,000㎥まで 366 360 ▲ 6 ▲1.6%

Ⅹ 1,000㎥を超えるもの 371 360 ▲ 11 ▲3.0%

超過料金
（１㎥につき）

改定率

基本料金 8㎥まで

種別 水量 口径
金額

差額ランク

Ⅰ

現行 改定後

20mmまで 0 50 50 皆増

25mm 0 70 70 皆増

30mm 0 200 200 皆増

40mm 0 300 300 皆増

50mm 0 2,000 2,000 皆増

75mm 0 2,300 2,300 皆増

100mm 0 3,000 3,000 皆増

150mm以上 0 12,000 12,000 皆増

種別 用途

湯屋用及び臨時用基本料金

口径

超過料金
（１㎥につき）

湯屋用

臨時用

60

700

金額
差額 改定率

60

700

0 0.0%

0 0.0%
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Ⅳ．収益的収支の推計 改定後             

 （単位：千円・税抜） 

H30 R1 R2 R3 R4

2,462,129 2,382,753 2,209,836 2,174,599 2,191,928

1,992,249 1,938,658 1,860,884 1,668,942 1,618,181

218,460 208,080 136,500 122,520 150,600

123,741 134,347 146,546 139,486 139,844

127,679 101,668 65,906 243,651 283,303

2,086,226 2,011,928 2,099,829 2,057,084 2,174,945

367,474 323,884 354,877 332,832 361,937

283,638 270,217 303,281 299,276 330,748

82,750 40,420 61,149 75,933 41,479

802,177 881,075 896,702 905,270 896,770

126,832 121,239 114,035 107,609 100,693

423,355 375,093 369,785 336,164 443,318

375,903 370,825 110,007 117,515 16,983

2,685,057 3,079,345 3,088,946 3,075,100 2,868,679

そ　の　他

当年度純損益

内部留保資金残高

支 払 利 息

年　　度

水道事業収益

給 水 収 益

口径別納付金

長期前受金戻入

そ　の　他

水道事業費用

職員給与費

委　託　料

修　繕　費

減価償却費

 

 

  （単位：千円・税抜） 

R5 R6 R7 R8 R9

2,157,562 2,245,620 2,212,955 2,197,638 2,193,352

1,778,773 1,854,877 1,846,167 1,836,117 1,831,176

131,880 131,880 131,880 131,880 131,880

139,370 132,113 108,158 102,891 103,546

107,539 126,750 126,750 126,750 126,750

2,418,170 2,191,590 2,145,707 2,187,073 2,189,991

398,299 398,299 398,299 398,299 398,299

343,325 341,645 341,645 341,645 341,645

50,520 50,520 50,520 50,520 50,520

918,005 859,048 813,350 816,979 896,560

104,706 91,872 91,687 89,424 87,761

603,315 450,206 450,206 490,206 415,206

▲ 260,608 54,030 67,248 10,565 3,361

2,444,736 2,096,402 1,739,947 1,208,712 721,866

そ　の　他

当年度純損益

内部留保資金残高

支 払 利 息

年　　度

水道事業収益

給 水 収 益

口径別納付金

長期前受金戻入

そ　の　他

水道事業費用

職員給与費

委　託　料

修　繕　費

減価償却費

 

 

 

- 28 -



Ⅴ．収益的収支の推計 現行・改定後比較表   

 

改  定  後 （単位：千円・税抜）

R5 R6 R7 R8 R9

水道事業収益 2,157,562 2,245,620 2,212,955 2,197,638 2,193,352

1,778,773 1,854,877 1,846,167 1,836,117 1,831,176

水道事業費用 2,418,170 2,191,590 2,145,707 2,187,073 2,189,991

当年度純損益 ▲ 260,608 54,030 67,248 10,565 3,361

2,444,736 2,096,402 1,739,947 1,208,712 721,866

現　　　行 （単位：千円・税抜）

R5 R6 R7 R8 R9

水道事業収益 2,146,065 2,168,181 2,135,884 2,120,991 2,116,905

1,768,065 1,777,438 1,769,096 1,759,470 1,754,729

水道事業費用 2,416,493 2,191,590 2,145,707 2,187,073 2,189,991

当年度純損益 ▲ 270,428 ▲ 23,409 ▲ 9,823 ▲ 66,082 ▲ 73,086

2,434,916 2,009,143 1,575,617 967,735 404,442

増　　　減 （単位：千円・税抜）

R5 R6 R7 R8 R9

水道事業収益 11,497 77,439 77,071 76,647 76,447

10,708 77,439 77,071 76,647 76,447

水道事業費用 1,677 0 0 0 0

当年度純損益 9,820 77,439 77,071 76,647 76,447

9,820 87,259 164,330 240,977 317,424

内部留保資金残高

年　　度

内　給水収益

内部留保資金残高

年　　度

内　給水収益

内部留保資金残高

年　　度

内　給水収益
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市名 豊中市

適用年月日 H22.11.1

基本水量 －

口径（㎜）

13 (50) 800 760 900

20 (50) 800 760 990

25 (70) 1,000 760 1,250

30 (200) 3,000 920 1,500

40 (300) 4,000 1,160 2,700

50 (2,000) 8,000 1,700 4,900

75 (2,300) 30,000 3,860 11,000

100 (3,000) 100,000 6,020 31,000

150 (12,000) 400,000 17,910 126,000

200 － － 40,180 280,000

250以上 (12,000) 650,000 71,070 512,000

水量（㎥）
小口径

（～25㎜）
中口径

（～50㎜）
大口径

（～250㎜）

【7㎥～】

1～10 75 75 20 40 60 60

11～20 150 155 131 140 200 200

21～30 205 215 211 200 200 200

31～40 270 260 268 250 250 290

41～50 315 300 268 250 250 290

51～100 352 330 338 290 290 290

101～300 361 350 377 290 290 290

301～500 361 350 377 330 330 330

501～1000 366 360 421 330 330 330

1001～ 371 360 421 330 330 330

4.31 3.79 4.39

※備考　１．（　　）内の金額は、メーター料。メーター料を徴収していない市は、口径ごと

　　　　２．基本水量を設定していない市は、１㎥から従量に応じた金額を加算。

　　　　３．逓増度とは、超過料金（従量料金）の最高単価が、１０㎥使用時（口径２０㎜）

Ⅵ．北摂７市　一般家庭用水道料金及びメーター料　単価調書

【9㎥～】 【9㎥～】

8㎥

H26.1.1 R6.1.1

超
過
料
金
（
従
量
料
金
）

8㎥ －

項目

逓増度

吹田市

R2.4.1

710

2.87

基
本
料
金

池田市（現行） 池田市（改定後）
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１か月当たり　（単位：円・税抜）

茨木市 摂津市

H22.10.1 H22.10.1

－ 6㎥
（口径20㎜以下）

690 500 (25) 680

690 850 (50) 680

690 1,350 (50) 1,380

3,640 1,350 (100) 6,400

6,630 26,000 (125) 6,400

13,260 42,000 (850) 11,300

30,550 120,000 (1,000) 30,600

59,800 250,000 (1,150) 59,200

162,110 620,000 (2,050) 158,000

313,300 3,000,000 － 316,000

－ － － －

小口径
（～25㎜）

大口径
（～200㎜）

【6㎥まで10】

25 135 55 126 139

135 135 80 168 145

195 195 130 192 175

215 215 170 230 255

215 215 200 230 255

270 270 220 255 330

270 270 240 285 370

320 320 240 320 370

320 320 250 355 385

340 340 250 355 415

1.79 3.78 3.86

（令和5年8月1日現在）

に基本料金を設定。

の１㎥当たり単価の何倍になっているかを示す指標。

8㎥

【8㎥まで59】
（口径20㎜以下）

H30.7.1

4.00

【9㎥～】

686

箕面市

H30.7.1

高槻市

－
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2,750

R6.1

360

3.79

1,045

2,596

946

1,034 985

1,265

1,183 1,162

2,805
2,778 2,772 2,757 2,744 2,723

1,100
1,031

R1.10R1.10R1.10

1,133

984

3,023 3,014
2,975

2,923
2,879 2,860 2,846 2,816

3,059

1,623

3,130

1,034

1,304

1,177

878

355361

1,1301,127

R1.10R1.10

310 384

4.29

415 305

3.86 2.933.75

316

2.07 3.92 2.873.23

383

4.31

371 330313

3.36 3.463.78 2.68

386

R1.10

320 276

3.053.20

R2.4R1.10

341

R3.1

3.24

310

R1.10 R1.10R3.10R1.10

門

真

R1.10

泉

佐

野

1,500

羽

曳

野

摂

津

阪

南

河

内

長

野

高

石

1,229

1,000

単価格差

297

箕

面

市

町

名

八

尾

松

原

四

條

畷

500

富

田

林

吹

田

交

野

泉

南

金

額

0

泉

大

津

藤

井

寺

改

定

後

超過最高

単 価

R1.10R1.10 R2.10適用年月

池

田

現

行

3.37

305

2.90

R1.10

3,278

3,500

2,500

2,000

6,000

Ⅶ．各 市 一 般 家 庭 用 水 道 料 金 比 較 表

3,000
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1,060 1,056 1,0561,032

2,673

1,028 992 990

2,706

2,464

1,122

2,574
2,530

2,497

改定後、府下33市中、

1,034

2,409

1,056

2,420

1,540

10㎥使用時下から15番目

2,598

2,506

20㎥

大

阪

狭

山

R1.10

946

2,678

3,190

2,552

1,500

1,045

1,540

1,320

2,600

2,112

大

東

3.25

R1.10

和

泉

柏

原

369

R1.10

2.743.55 3.83 3.191.792.82 2.64

R1.10

332282 330271 248

3.02

247

2.58

305

豊

中

高

槻

340

大

阪

370358

川

西

R3.4R1.10 R1.10

10㎥

992

2,420

2,290

935

岸

和

田

R1.10R1.10

（令和５年８月１日現在）

寝

屋

川

R1.10 R1.10R1.10 R1.12

4.39 2.41

東

大

阪

335

1.07

1,000

3.67

堺

3.49

957

3.77

328 250

4.00

421

守

口

R1.10

枚

方

貝

塚

300

宝

塚

R1.10

伊

丹

2,000

3,608

350

R1.10 R1.10

210

R5.4

5,588

豊

能

3,500

500

3,000

2,500

(ただし、口径20mmで1か月10㎥、20㎥使用の場合)

20㎥使用時下から18番目

2.17

260

R1.10

3.71

茨

木

6,000
（単位　円・税込）

2,640
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議案第５４号 

  

  

池田市下水道条例の一部改正について 

  

  

池田市下水道条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  

  

令和５年９月５日 提出 

  

  

池田市長 瀧 澤 智 子 

  

  

  

  

  

  

  

 

理  由 

下水道の使用料について、適格請求書等保存方式の開始に伴う所要の規定

の整備を行うとともに、公共下水道事業の健全経営に資するよう、水需要の

変化に対応した改定を行うため、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市下水道条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市下水道条例（昭和４２年池田市条例第１４号）の一部を次のように改

正する。 

第１５条第１項中「毎使用月」を「各使用月」に、「応じ、」を「応じて」

に改め、「算定した額」の次に「（前条第２項ただし書の規定により２使用月

以上の使用料を一括して徴収する場合は、その各使用月について算定した額の

合計額）」を加え、「額とする」を「額」に改め、「する。）」の次に「とす

る」を加える。 

 別表（備考を除く。）を次のように改める。 

別表（第１５条関係） 

１か月当たりの料金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種別 汚水の量 金額 

一般汚水 基本料金 ８立方メートルまで ５４０円 

超過料金（１立方

メートルにつき） 

８立方メートルを超え 

１０立方メートルまで 

４３円 

１０立方メートルを超え 

２０立方メートルまで 

８６円 

２０立方メートルを超え 

３０立方メートルまで 

１０５円 

３０立方メートルを超え 

４０立方メートルまで 

１２７円 

４０立方メートルを超え 

５０立方メートルまで 

１５２円 
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別表備考３中「使用料算定」を「使用料の算定」に、「中止」を「中止し、」

に、「使用料は次のとおり」を「当該月分の料金の額は、次の各号に掲げる場

合の区分に応じ、当該各号に定める額」に改め、同表備考３各号を次のように

改める。 

(1) 種別が一般汚水の場合で、当該月の使用日数が１５日以内で当該月の汚

水の量が上表に定める基本料金に係る汚水の量の上限の２分の１以下のと

き 上表に定める基本料金の額の２分の１の額 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 １か月使用したものとした場合の上表に

より算定した額 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例中第１５条第１項及び別表備考３の改正規定並びに次項の規定は

令和５年１０月１日から、同表（備考を除く。）の改正規定並びに附則第３

項及び第４項の規定は令和６年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第１５条第１項の規定は、同項の改正規定の施行

の日以後に請求をする使用料の算定について適用する。 

３ この条例による改正後の別表の規定は、同表（備考を除く。）の改正規定

  ５０立方メートルを超え 

１００立方メートルまで 

１７２円 

１００立方メートルを超え 

５００立方メートルまで 

２０２円 

５００立方メートルを超え 

１，０００立方メートルまで 

２３３円 

１，０００立方メートル超 ２３７円 

浴場汚水（１立方メートルにつき） ― １１円 
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の施行の日以後の使用に係る使用料の算定について適用し、同日前の使用に

係る使用料の算定については、なお従前の例による。 

４ 前項の規定にかかわらず、別表（備考を除く。）の改正規定の施行の日以

後の使用に係る使用料と同日前の使用に係る使用料を合わせて請求をする場

合にあっては、これらの使用料の算定については、同日以後においても、な

お従前の例による。 
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議案第５４号  説  明 

 

池田市下水道条例の一部改正について 

 

１ １請求書当たり消費税額の算定における端数処理を税率ごとに１回とする

適格請求書等保存方式に対応するため、下水道の使用料の算定における消費

税等相当額の加算について所要の整備を行うものであること。 

（第１５条の改正関係） 

２ １のほか、下水道の使用料の算定について次の整備を行うものであること。 

(1) 下水道の使用料の改定を行うものであること。 

(2) 料金表の適用における備考について所要の整備を行うものであること。 

（別表の改正関係） 

３ この条例中、１及び２の(2)については令和５年１０月１日から、２の(1)

については令和６年１月１日から施行するものであること。また、所要の経

過措置を設けるものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第５４号  参  考（１） 

池田市下水道条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

第１条～第１４条 （略） 

（使用料の算定方法） 

第１５条 使用料の額は、毎使用月において使用者が排除した汚水の量に応

じ、別表により算定した額に消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に基づ

く消費税額及び地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に基づく地方消費税

額に相当する額を加算した額とする（その額に１円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てるものとする。）。 

 

 

２ （略） 

第１６条～第３０条 （略） 

別表（第１５条関係） 

 

 

 

 

 

第１条～第１４条 （略） 

（使用料の算定方法） 

第１５条 使用料の額は、各使用月において使用者が排除した汚水の量に応じ 

て別表により算定した額（前条第２項ただし書の規定により２使用月以上の 

使用料を一括して徴収する場合は、その各使用月について算定した額の合計 

額）に消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に基づく消費税額及び地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）に基づく地方消費税額に相当する額を加算

した額（その額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとす

る。）とする。 

２ （略） 

第１６条～第３０条 （略） 

別表（第１５条関係） 

１か月当たりの料金 

 

 

 

 

区分 汚水量 使用料 

一般汚水 基本料金（１か月８立方メートルまでの分） ４７０円 

８立方メートルを超え１０立方メートルまで

の分（１立方メートルにつき） 

３５円 

１０立方メートルを超え２０立方メートルま ６９円 

種別 汚水の量 金額 

一般汚水 基本料金 ８立方メートルまで ５４０円 

超過料金（１立方メ

ートルにつき） 

８立方メートルを超え 

１０立方メートルまで 

４３円 

-
 
4
0
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   

備考 

１・２ （略） 

３ 使用料算定の基準となる月の途中で使用を開始し、中止又は廃止した

ときの使用料は次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   

備考 

１・２ （略） 

３ 使用料の算定の基準となる月の途中で使用を開始し、中止し、又は廃

止したときの当該月分の料金の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応

 での分（１立方メートルにつき）  

２０立方メートルを超え３０立方メートルま

での分（１立方メートルにつき） 

８５円 

３０立方メートルを超え４０立方メートルま

での分（１立方メートルにつき） 

１０３円 

４０立方メートルを超え５０立方メートルま

での分（１立方メートルにつき） 

１２３円 

５０立方メートルを超え１００立方メートル

までの分（１立方メートルにつき） 

１３９円 

１００立方メートルを超え５００立方メート

ルまでの分（１立方メートルにつき） 

１６３円 

５００立方メートルを超え１，０００立方メ

ートルまでの分（１立方メートルにつき） 

１８８円 

１，０００立方メートルを超える分（１立方

メートルにつき） 

２０６円 

浴場汚水 １立方メートルにつき １１円 

 

  １０立方メートルを超え 

２０立方メートルまで 

８６円 

２０立方メートルを超え 

３０立方メートルまで 

１０５円 

３０立方メートルを超え 

４０立方メートルまで 

１２７円 

４０立方メートルを超え 

５０立方メートルまで 

１５２円 

５０立方メートルを超え 

１００立方メートルまで 

１７２円 

１００立方メートルを超え 

５００立方メートルまで 

２０２円 

５００立方メートルを超え 

１，０００立方メートルまで 

２３３円 

１，０００立方メートル超 ２３７円 

浴場汚水（１立方メートルにつき） ― １１円 

-
 
4
1
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

(1) 使用日数が１５日以内で汚水量が基本料金に係る汚水量の２分の１

以下のときは、基本料金の２分の１の額 

(2) 使用日数が１５日以内で汚水量が基本料金に係る汚水量の２分の１

を超えるときは、１か月として算定した額 

(3) 使用日数が１５日を超えるときは、１か月として算定した額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 種別が一般汚水の場合で、当該月の使用日数が１５日以内で当該月

の汚水の量が上表に定める基本料金に係る汚水の量の上限の２分の１

以下のとき 上表に定める基本料金の額の２分の１の額 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 １か月使用したものとした場合の上

表により算定した額 

 

-
 
4
2
 
-



議案第５４号  参  考（２） 

 

Ⅰ．下水道使用料の改定理由 

公共下水道事業は、昭和２８年に旧市街地の下水道事業認可を取得し、事業

に着手した。その後、逐次計画区域の拡充を図り、良好な都市環境の整備と公

共用水域の水質保全に取り組んできた。 

現在、人口普及率は１００％となり、建設から更新・危機管理体制の充実を

主体とした経営に転換している。 

平成２１年度には、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）を適用し、

経営状況の明確化及び使用料対象原価の明確化を行い、また、平成２６年１月

には、下水道使用料の改定を実施し、経営基盤の強化を図ってきたところであ

る。 

しかし、節水機器の普及や大口使用者の汚水量の減少により、下水道使用料

の収入が減少しており、水道事業と同様に、今後は更新時期を迎えた施設が増

加し、災害に強い施設の整備のため、多額の事業費が必要となっている。 

将来にわたって安全で安定した生活基盤の提供を継続していくために、平成

２９年度に上下水道事業経営戦略を策定し、以後５年ごとに見直しを行い経営

基盤の強化を図っている。 

上下水道事業経営戦略策定以降、大口使用者の水需要の動向に収入が影響を

受けており、令和４年度以降は赤字決算が続くことが予想され、公共下水道事

業を取り巻く環境は一段と厳しさを増している。 

現在の下水道使用料は、水道料金と同様に、生活汚水への配慮と水の大量使

用を抑制するために、使用水量が増えるほど単価が高くなる逓増制を採用して

いるが、水需要の変化に対応した費用負担への見直しが必要であると考える。 

このような状況の中で、経営の健全化を図るため、下水道使用料を改定する

に至ったものである。 

また、今後、収支バランスを考えながら、健全な事業経営を継続するため、

定期的な上下水道事業経営戦略の見直しの中で、下水道使用料の検討を行う必

要があると考えている。 
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Ⅱ．下水道使用料の改定に当たっての基本的な考え方 

１．下水道使用料の改定 

(1) 一般汚水 

・基本料金、超過料金の改定 

確保すべき資金残高を想定し、基本料金、超過料金について、一定程度引

上げを行う。 

・基本水量 

基本料金の上限汚水量については、近年の１か月１人当たりの使用量を勘 

案し、現行どおり８㎥とする。 

(2) 浴場汚水 

  浴場汚水の下水道使用料については、現行どおり据え置く。 

２．改定期間 

今回の下水道使用料の改定は、５年程度継続するものとし、以後、定期的 

に見直しを行う。 

３．改定率 

下水道使用料の平均改定率 １９.７６％ 

４．施行年月日 

 令和６年１月１日 
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Ⅲ．下水道使用料 現行・改定後比較表 

◎下水道使用料（税抜）                （単位：円／月） 

現行 改定後

基本料金 Ⅰ 8㎥まで 470 540 70 14.9%

Ⅱ 8㎥を超え10㎥まで 35 43 8 22.9%

Ⅲ 10㎥を超え20㎥まで 69 86 17 24.6%

Ⅳ 20㎥を超え30㎥まで 85 105 20 23.5%

Ⅴ 30㎥を超え40㎥まで 103 127 24 23.3%

Ⅵ 40㎥を超え50㎥まで 123 152 29 23.6%

Ⅶ 50㎥を超え100㎥まで 139 172 33 23.7%

Ⅷ 100㎥を超え500㎥まで 163 202 39 23.9%

Ⅸ 500㎥を超え1,000㎥まで 188 233 45 23.9%

Ⅹ 1,000㎥を超えるもの 206 237 31 15.0%

1㎥につき 11 11 0 0.0%

差額 改定率

超過料金
（1㎥につき）

一
般
汚
水

浴場汚水

金額
区
分

種別 ランク 汚水の量
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Ⅳ．収益的収支の推計 改定後           

（単位：千円・税抜） 

H30 R1 R2 R3 R4

下水道事業収益 2,946,121 2,895,491 2,745,690 2,698,085 2,595,800

下水道使用料 1,122,399 1,104,583 1,049,461 927,506 854,798

雨水処理負担金 650,575 660,858 647,501 637,885 635,405

一般会計補助金 80,004 82,624 76,698 184,755 186,708

長期前受金戻入 1,071,161 1,010,341 936,787 899,284 876,392

そ　の　他 21,982 37,085 35,243 48,655 42,497

下水道事業費用 2,810,310 2,759,939 2,647,141 2,623,341 2,684,782

職員給与費 191,748 192,486 193,274 191,971 184,904

委　託　料 310,034 308,487 315,467 305,121 323,444

修　繕　費 64,708 77,490 57,569 57,882 47,124

負　担　金 151,372 143,018 142,603 135,398 162,868

減価償却費 1,673,202 1,604,825 1,543,325 1,502,924 1,464,720

支 払 利 息 141,270 134,221 126,809 123,310 119,216

そ　の　他 277,976 299,412 268,094 306,735 382,506

135,811 135,552 98,549 74,744 ▲ 88,982 

1,875,267 2,026,191 2,170,257 2,198,312 2,152,254

年　　度

当年度純損益

内部留保資金残高  

 

（単位：千円・税抜） 

R5 R6 R7 R8 R9

下水道事業収益 2,662,294 2,766,180 2,708,333 2,639,408 2,613,456

下水道使用料 935,471 1,096,815 1,091,836 1,086,090 1,083,417

雨水処理負担金 743,531 739,795 731,276 721,310 712,915

一般会計補助金 94,040 86,274 86,125 85,972 85,816

長期前受金戻入 859,437 834,481 790,281 737,221 722,493

そ　の　他 29,815 8,815 8,815 8,815 8,815

下水道事業費用 2,872,730 2,764,418 2,704,774 2,629,996 2,610,927

職員給与費 236,498 236,498 236,498 236,498 236,498

委　託　料 344,658 344,658 344,658 344,658 344,658

修　繕　費 63,075 63,075 63,075 63,075 63,075

負　担　金 169,201 188,412 191,612 194,812 198,012

減価償却費 1,477,217 1,482,100 1,424,039 1,349,065 1,348,437

支 払 利 息 134,097 119,596 114,813 111,809 109,168

そ　の　他 447,984 330,079 330,079 330,079 311,079

▲ 210,436 1,762 3,559 9,412 2,529 

1,881,963 1,777,591 1,679,314 1,542,960 1,364,983

年　　度

当年度純損益

内部留保資金残高  
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Ⅴ．収益的収支の推計 現行・改定後比較表 

 

改  定  後 （単位：千円・税抜）

R5 R6 R7 R8 R9

下水道事業収益 2,662,294 2,766,180 2,708,333 2,639,408 2,613,456
内　下水道使用料 935,471 1,096,815 1,091,836 1,086,090 1,083,417

下水道事業費用 2,872,730 2,764,418 2,704,774 2,629,996 2,610,927

▲ 210,436 1,762 3,559 9,412 2,529 

1,881,963 1,777,591 1,679,314 1,542,960 1,364,983

現　　　行 （単位：千円・税抜）

R5 R6 R7 R8 R9

下水道事業収益 2,644,350 2,585,210 2,528,184 2,460,207 2,434,697
内　下水道使用料 917,527 915,845 911,687 906,889 904,658

下水道事業費用 2,871,953 2,764,418 2,704,774 2,629,996 2,610,927

▲ 227,603 ▲ 179,208 ▲ 176,590 ▲ 169,789 ▲ 176,230 

1,864,796 1,579,454 1,301,028 985,473 628,737

増　　　減 （単位：千円・税抜）

R5 R6 R7 R8 R9

下水道事業収益 17,944 180,970 180,149 179,201 178,759 
内　下水道使用料 17,944 180,970 180,149 179,201 178,759 

下水道事業費用 777 0 0 0 0 

17,167 180,970 180,149 179,201 178,759 

17,167 198,137 378,286 557,487 736,246 

年　　度

当年度純損益

内部留保資金残高

年　　度

当年度純損益

内部留保資金残高

年　　度

当年度純損益

内部留保資金残高
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Ⅵ．北摂７市  下水道使用料　単価調書

市名 池田市(現行） 池田市（改定後） 豊中市

適用年月日 H26.1.1 R6.1.1 H22.11.1

基本水量 8㎥ 8㎥ －

料金 470 540 422

水量（㎥）

1～10 【9㎥～】35 【9㎥～】43 10

11～20 69 86 77

21～30 85 105 97

31～40 103 127 97

41～50 123 152 97

51～100 139 172 116

101～300 163 202 143

301～500 163 202 143

501～1000 188 233 183

1001～ 206 237 225

3.81 3.79 4.31

※備考　１．基本水量を設定していない市は、１㎥から従量に応じた金額を加算。

　　　　２．逓増度とは、超過料金（従量料金）の最高単価が、１０㎥使用時の１㎥

逓増度

項目

基本料金

超過料金
（従量料金）
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１か月当たり　（単位：円・税抜）

吹田市 高槻市 茨木市 箕面市 摂津市

H16.3.1 H13.12.1 H29.4.1 H28.4.1 H19.10.1

10㎥ 10㎥ － 8㎥ 6㎥

683 767 500 578 570

37 【9㎥～】78 【7㎥～】95

78 102 98 96 114

96 169 126 112 144

115 169 144 128 166

115 169 150 128 166

145 198 189 146 185

145 198 206 167 205

174 239 206 192 205

174 239 225 220 215

224 274 225 220 260

3.28 3.57 2.59 3.00 2.74

（令和5年8月1日現在）

当たり単価の何倍になっているかを示す指標。
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R6.1

2,857
2,830 2,821 2,805 2,796

237

3.79

1,001

1,218

1,058

990

688

2,780

2,618 2,607
2,563

2,530

2,420

1,634

1,144 1,144

1,353

2,8762,877 2,871 2,868

1,359

1,281

1,1881,177

1,292

2,755

1,155
1,196

1,273 1,281
1,257

1,188

R1.12

2,530

高

石

360

R1.10R1.10R1.10 R1.10 R1.10R1.10R3.4R5.4R1.10

2.96

2,000

1,500

1,000

2.69単価格差

206 333 343

適用年月

395300

3,000

2,500

500

0

超過最高

単 価

R1.10

2.55

R1.10 R1.10

360332

3.16 3.31 3.21

R1.10

2.69

R1.10

290337 333

2.703.08

379 292

3.24 3.66

341

R3.1

289

2.85 3.362.94 3.25

Ⅶ．各 市 下 水 道 使 用 料 比 較 表

3.46

395

3.39

R1.10

283296

3.81

R2.10

現

行

改
定
後

池

田

松

原

岸

和

田

枚

方

市

町

名

金

額

594

阪

南

泉

大

津

泉

南

藤

井

寺

羽

曳

野

河

内

長

野

柏

原

堺

門

真

泉

佐

野

和

泉

八

尾

交

野
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改定後、府下33市中、

957933 922

998 990

1,084

1,863

843826 807

1,970

2,2062,222

2,406 2,382

2,299

1,045

R1.10

2,110

2,055

500

2,145

2,087
2,035

1,965

921908

R1.10R1.10

20㎥

3.00

220

3.57

274

3.72

175

R1.10

2.51

250

R1.10

1.56

155

1.99

（単位　円・税込）

R1.10 R1.10 R1.10 R1.10

20㎥使用時下から４番目

10㎥使用時下から３番目

R1.10

1,760

R1.10R1.10

168

R1.10R1.10R1.10

296

3.26 4.31

228 224 225 234

4.252.59

360

4.79

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

10㎥

1,609

1,421

1,276

2,530

312366 276 225265250 260

R1.10

（令和５年８月１日現在）

1,265

R1.10

1.522.72 3.28

吹

田

箕

面

高

槻

大

東

3.254.432.942.54 2.74

R1.10

四

條

畷

大

阪

狭

山

R1.10

574
605

豊

中

茨

木

守

口

東

大

阪

1,848

858

737

1,727

751

摂

津

富

田

林

寝

屋

川

貝

塚

豊

能

伊

丹

宝

塚

川

西

大

阪
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議案第５５号 

 

 

池田市空家等対策協議会条例の一部改正について 

 

 

 池田市空家等対策協議会条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

  令和５年９月５日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

 

 

理  由 

  空家等対策の推進に関する特別措置法の一部改正に伴い、本条例の一部を

改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市空家等対策協議会条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市空家等対策協議会条例（平成２８年池田市条例第９号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条中「第７条第１項」を「第８条第１項」に改める。 

第２条中「第６条第１項」を「第７条第１項」に改める。 

第３条第２項中「第７条第２項」を「第８条第２項」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日又は空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改

正する法律（令和５年法律第５０号）の施行の日のいずれか遅い日から施行す

る。 
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議案第５５号  説  明 

 

池田市空家等対策協議会条例の一部改正について 

 

１ 引用条項を改めるものであること。 

(第１条から第３条までの改正関係） 

２ この条例は、公布の日又は空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を

改正する法律（令和５年法律第５０号）の施行の日のいずれか遅い日から施

行するものであること。 

(改正条例附則関係） 
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議案第５５号  参  考 

池田市空家等対策協議会条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

（設置） 

第１条 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。

以下「法」という。）第７条第１項に規定する協議及び池田市空家等及び空

き長屋等の適切な管理に関する条例（令和２年池田市条例第４号。以下「管

理条例」という。）第１０条に規定する施策の協議を行うため、本市に池田

市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 協議会は、法第６条第１項に規定する空家等対策計画の作成及び変更

並びに実施に関する事項並びに管理条例第１０条に規定する施策に関する事

項を協議する。 

（組織） 

第３条 （略） 

２ 委員は、法第７条第２項に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命

する。 

第４条～第８条 （略） 

 

 

（設置） 

第１条 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。

以下「法」という。）第８条第１項に規定する協議及び池田市空家等及び空

き長屋等の適切な管理に関する条例（令和２年池田市条例第４号。以下「管

理条例」という。）第１０条に規定する施策の協議を行うため、本市に池田

市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 協議会は、法第７条第１項に規定する空家等対策計画の作成及び変更

並びに実施に関する事項並びに管理条例第１０条に規定する施策に関する事

項を協議する。 

（組織） 

第３条 （略） 

２ 委員は、法第８条第２項に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命

する。 

第４条～第８条 （略）  

 

 

-
 
5
5
 
-



議案第５６号 

 

 

池田市火災予防条例の一部改正について 

 

 

池田市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和５年９月５日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

 

 

理  由 

対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関

する条例の制定に関する基準を定める省令の一部改正に伴う所要の規定の整

備等を行うため、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市火災予防条例の一部を改正する条例（案） 

 

 池田市火災予防条例（昭和３７年池田市条例第５号）の一部を次のように改

正する。 

第１１条第１項第３号の２及び第３号の３を次のように改める。 

(3)の２ 建築物等の部分との間に換気、点検及び整備に支障のない距離を保

つこと。 

(3)の３ 第３号の壁等をダクト、ケーブル等が貫通する部分には、すき間を

不燃材料で埋める等火災予防上有効な措置を講ずること。 

第１１条第２項ただし書中「造り」を「造られ」に、「おおわれた」を「覆

われた」に改め、「ときは」の次に「、当該外壁との距離にあっては」を加え

る。 

第１１条の２第１項中「自動車等（道路交通法（昭和３５年法律第１０５

号）第２条第１項第９号に規定する自動車又は同項第１０号に規定する原動機

付自転車をいう。第１２号において同じ。）をいう。以下この条において同

じ。）に」を「自動車、原動機付自転車、船舶、航空機その他これらに類する

ものをいう。以下同じ。）にコネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接

続するためのものをいう。以下同じ。）を用いて」に、「及び全出力２００キ

ロワットを超えるものを除く。）をいう」を「を除く。）をいい、分離型のも

の（変圧する機能を有する設備本体及び充電ポスト（コネクター及び充電用ケ

ーブルを収納する設備で、変圧する機能を有しないものをいう。以下同じ。）

により構成されるものをいう。以下同じ。）にあっては、充電ポストを含む」

に改め、同項第１号ただし書中「不燃材料で造られ、又は覆われた外壁で開口

部のないものに面するときは、当該面する外壁との距離においては」を「次に

- 57 -



掲げるものにあっては」に改め、同号に次のように加える。 

ア 不燃材料で造られ、又は覆われた外壁で開口部のないものに面すると

きは、当該外壁との距離 

イ 分離型のものにあっては、充電ポストと建築物との距離 

第１１条の２第１項第２号中「不燃性」を「、不燃性」に改め、同号に次の

ただし書を加える。 

ただし、分離型のものの充電ポストにあっては、この限りでない。 

第１１条の２第１項第４号中「雨水等」を「その筐体は、雨水等」に改め、

同項第６号中「急速充電設備」を「コネクター」に改め、同項第７号中「急速

充電設備と電気自動車等の接続部に」を「コネクターが電気自動車等に接続さ

れ、」に、「接続部が」を「コネクターが当該電気自動車等から」に改め、同

項第１１号中「緊急停止させることができる措置を講ずる」を「緊急に停止す

ることができる装置を、当該急速充電設備の利用者が異常を認めたときに、速

やかに操作することができる箇所に設ける」に改め、同項第１２号中「自動車

等」を「急速充電設備と電気自動車等」に改め、同項第１３号中「（充電用ケ

ーブルを電気自動車等に接続するための部分をいう。以下この号において同

じ。）」を削り、同項第１６号中「うち蓄電池」の次に「（主として保安のた

めに設けるものを除く。以下この号及び次号において同じ。）」を加え、同項

中第１８号を第１９号とし、第１７号を第１８号とし、第１６号の次に次の１

号を加える。 

  (17)急速充電設備のうち分離型のものにあっては、充電ポストに蓄電池を内

蔵しないこと。 

第１３条第１項を次のように改める。 

蓄電池設備（蓄電池容量が１０キロワット時以下のもの及び蓄電池容量が

１０キロワット時を超え２０キロワット時以下のものであって蓄電池設備の

出火防止措置及び延焼防止措置に関する基準（令和５年消防庁告示第７号）
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第２に定めるものを除く。以下同じ。）は、地震等により容易に転倒し、亀

裂し、又は破損しない構造としなければならない。この場合において、開放

形鉛蓄電池を用いたものにあっては、その電槽は、耐酸性の床上又は台上に

設けなければならない。 

第１３条第３項を次のように改める。 

３ 第１項に規定するもののほか、屋外に設ける蓄電池設備（柱上及び道路上

に設ける電気事業者用のもの、蓄電池設備の出火防止措置及び延焼防止措置

に関する基準第３に定めるもの並びに消防長が火災予防上支障がないと認め

る構造を有するキュービクル式のものを除く。）にあっては、建築物から３

メートル以上の距離を保たなければならない。ただし、不燃材料で造られ、

又は覆われた外壁で開口部のないものに面するときは、当該外壁との距離に

あっては、この限りでない。 

第１３条第４項中「第２項並びに本条第１項」を「第１１条の２第１項第４

号」に改める。 

第１６条第１項中「いう」の次に「。以下同じ」を加える。 

第２３条第３項を削り、同条第４項第２号中「の場合」の次に「（健康増進

法（平成１４年法律第１０３号）第３３条第２項に規定する喫煙専用室標識を

設ける場合を除く。）」を加え、「（併せて図記号による標識を設けるとき

は、別表第７に定めるものとしなければならない。）」を削り、同項を同条第

３項とし、同項の次に次の１項を加える。 

４ 第２項又は前項第２号に規定する標識と併せて図記号による標識を設ける

ときは、「禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識と併せて設ける図記号に

あっては国際標準化機構が定めた規格第７０１０号又は日本産業規格Ｚ８２

１０に適合するものとし、「喫煙所」と表示した標識と併せて設ける図記号

にあっては国際標準化機構が定めた規格第７００１号又は日本産業規格Ｚ８

２１０に適合するものとしなければならない。 
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第２３条第５項中「前項第２号」を「第３項第２号」に改める。 

第４４条中「の各号」を削り、同条第３号の２を次のように改める。 

(3)の２ 当該厨房設備の入力と同一厨房室内に設ける他の厨房設備の入力の

合計が３５０キロワット以上の厨房設備 

第４４条第７号の２を次のように改める。 

 (7)の２ 入力７０キロワット以上の内燃機関によるヒートポンプ冷暖房機 

第４４条第８号の２を次のように改める。 

(8)の２ 放電加工機 

第４４条第１３号中「蓄電池設備」の次に「（蓄電池容量が２０キロワット

時以下のものを除く。）」を加える。 

 別表第３中「別表第３」を「別表第３（第３条、第１８条関係）」に、 

「 

 

 

 

 

 

 

                                  を 

 

 

 

 

 

 

 

                                 」 

気体

燃料 

不燃

以外 

開放式 組込型こんろ・グリ

ル付こんろ・グリド

ル付こんろ、キャビ

ネット型こんろ・グ

リル付こんろ・グリ

ドル付こんろ 

１４kW

以下 

１００ １５ 

注 

１５ １５ 

注 

据置型レンジ ２１kW

以下 

１００ １５ 

注 

１５ １５ 

注 

不燃 開放式 組込型こんろ・グリ

ル付こんろ・グリド

ル付こんろ、キャビ

ネット型こんろ・グ

リル付こんろ・グリ

ドル付こんろ 

１４kW

以下 

８０ ０ － ０ 

据置型レンジ ２１kW

以下 

８０ ０ － ０ 
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「 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                  に 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 」 

改める。 

別表第７を次のように改める。 

別表第７ 削除 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

気体

燃料 

不燃

以外 

開放式 組込型こんろ・グリ

ル付こんろ・グリド

ル付こんろ、キャビ

ネット型こんろ・グ

リル付こんろ・グリ

ドル付こんろ 

１４kW

以下 

１００ １５ 

注 

１５ １５ 

注 

据置型レンジ ２１kW

以下 

１００ １５ 

注 

１５ １５ 

注 

不燃 開放式 組込型こんろ・グリ

ル付こんろ・グリド

ル付こんろ、キャビ

ネット型こんろ・グ

リル付こんろ・グリ

ドル付こんろ 

１４kW

以下 

８０ ０ － ０ 

据置型レンジ ２１kW

以下 

８０ ０ － ０ 

固体

燃料 

不燃

以外 

木炭を燃料とす

るもの 

炭火焼き器 － １００ ５０ ５０ ５０ 

不燃 木炭を燃料とす

るもの 

炭火焼き器 － ８０ ３０ － ３０ 
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(1) 第１１条の２第１項の改正規定及び次項の規定 令和５年１０月１日 

(2) 第１１条第１項及び第２項、第１３条第１項、第３項及び第４項並びに

第４４条並びに別表第３の改正規定並びに附則第３項から第５項までの規

定 令和６年１月１日 

（経過措置） 

２ 前項第１号に掲げる規定の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされ

ているこの条例による改正後の池田市火災予防条例（以下「新条例」とい

う。）第１１条の２第１項に規定する急速充電設備に係る位置、構造及び管

理に関する基準の適用については、なお従前の例による。 

３ 附則第１項第２号に掲げる規定の施行の際現に設置されている燃料電池発

電設備、変電設備、内燃機関を原動力とする発電設備及び新条例第１３条第

１項に規定する蓄電池設備（附則第５項の適用を受けるものを除く。）（以

下この項において「燃料電池発電設備等」という。）又は現に設置の工事が

されている燃料電池発電設備等のうち、新条例第１１条第１項第３号の２

（新条例第８条の３第１項及び第３項、第１１条第３項、第１２条第２項及

び第３項並びに第１３条第２項及び第４項において準用する場合を含む。）

の規定に適合しないものに係る位置、構造及び管理に関する基準の適用につ

いては、当該規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ 附則第１項第２号に掲げる規定の施行の際現に設置され、又は設置の工事

がされている新条例第１３条第１項に規定する蓄電池設備（次項の適用を受

けるものを除く。）のうち、同条第１項の規定に適合しないものに係る位

置、構造及び管理に関する基準の適用については、同項の規定にかかわら

ず、なお従前の例による。 

５ 新条例第１３条第１項に規定する蓄電池設備に新たに該当することとなる

もののうち、附則第１項第２号に掲げる規定の施行の際現に設置されている

もの及び当該規定の施行の日から起算して２年を経過する日までの間に設置
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されたもので、同条の規定に適合しないものについては、同条の規定は適用

しない。 

６ 新条例第２３条第３項第２号の規定の適用については、当分の間、同号中

「喫煙専用室標識」とあるのは、「喫煙専用室標識又は健康増進法の一部を

改正する法律（平成３０年法律第７８号）附則第３条第１項の規定により読

み替えて適用される健康増進法第３３条第２項に規定する指定たばこ専用喫

煙室標識」と読み替えるものとする。 

７ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条例第

２３条第２項又は第３項第２号に規定する標識と併せて設ける図記号のう

ち、同条第４項の規定に適合しないものの設置については、同項の規定にか

かわらず、なお従前の例による。 
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議案第５６号  説  明 

 

池田市火災予防条例の一部改正について 

 

１ 変電設備と建築物等の部分との間の距離に関する基準の適用について、キ

ュービクル方式の変電設備に限定せず、全ての種類の変電設備を対象とする

ものであること。また、号番号の表記に係る修正等を行うものであること。 

（第１１条の改正関係） 

２ 急速充電設備の定義において、電気を原動力とする船舶、航空機等にまで

充電の対象を拡大し、従来は２００キロワットとしていた全出力の上限を廃

止し、コネクターを用いて充電するものであることを明記するほか、急速充

電設備本体とコネクター等を収納する充電ポストで構成される分離型のもの

にあっては、その充電ポストも含めて急速充電設備と呼ぶための整備を行う

ものであること。また、急速充電設備の位置及び構造に関する基準について、

次の整備を行うものであること。 

(1) 屋外に設ける場合の建築物との距離及びその筐体の材料に関する基準に

ついて、分離型のものの充電ポストには適用しないとするもの 

(2) 講じておかなければならない手動で緊急停止させることができる措置に

ついて、手動で緊急に停止できる装置を、利用者が異常を認めたときに速

やかに操作できる箇所に設けることと明記するもの 

(3) 内蔵する蓄電池に関する基準について、主として保安を目的として内蔵

する蓄電池には適用しないとするもの 

(4) 分離型のものの充電ポストには、主として保安を目的とする場合を除き、

蓄電池を内蔵しないこととするもの 

（第１１条の２の改正関係） 

３ その位置、構造及び管理に関する基準の適用外とする蓄電池設備について、
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蓄電池容量が１０キロワット時以下のもの及び１０キロワット時を超え２０

キロワット時以下のものであって一定の出火防止措置が講じられたものに変

更するものであること。また、蓄電池設備の構造及び位置に関する基準につ

いて、次の整備を行うものであること。 

(1) 設置場所にかかわらず地震等により容易に転倒し、亀裂し、又は破損し

ない構造としなければならないとし、開放形鉛蓄電池を用いたもののみに

ついて電槽を耐酸性の床上又は台上に設けなければならないとするもの 

(2) 屋外に設けるもののうち、建築物との距離に関する基準を適用しないも

のについて、一定の延焼防止措置が講じられたものを追加するもの 

(3) キュービクル式によるほか、雨水等の浸入防止に関する措置を講ずるこ

ととするもの 

（第１３条の改正関係） 

４ ５に伴う所要の規定の整理を行うものであること。 

（第１６条の改正関係） 

５ 「喫煙所」と表示した標識について、健康増進法（平成１４年法律第１０

３号）に基づき喫煙専用室標識が設置される場合は、重複して設置されない

ようにするものであること。また、「禁煙」、「火気厳禁」又は「喫煙所」

と表示した標識と併せて設置する図記号による標識について、その様式に係

る規定を削除し、国際標準化機構が定めた規格又は日本産業規格に適合する

ものとしなければならないとするものであること。 

（第２３条及び別表第７の改正関係） 

６ その設置について消防長に届け出なければならない蓄電池設備について、

蓄電池容量が２０キロワット時以下のものを対象外とするものであること。

また、号番号の表記に係る修正を行うものであること。 

（第４４条の改正関係） 

７ 厨房設備における固体燃料を使用する器具に係る建築物等との火災予防上
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安全な距離について定めるものであること。 

（別表第３の改正関係） 

８ この条例は、公布の日から施行するものであること。ただし、２について

は令和５年１０月１日から、１、３、６及び７については令和６年１月１日

から施行するものであること。また、所要の経過措置を設けるものであるこ

と。 

（改正条例附則関係） 
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議案第５６号  参  考 

池田市火災予防条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

第１条～第１０条の２ （略） 

（変電設備） 

第１１条 屋内に設ける変電設備（全出力２０キロワット以下のもの及び次条

に掲げるものを除く。以下同じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基

準によらなければならない。 

(1)～(3) （略） 

(3の2)キュービクル式のものにあっては、建築物等の部分との間に換気、点

検及び整備に支障のない距離を保つこと。 

(3の3)第３号の壁等をダクト、ケーブル等が貫通する部分には、すき間を不

燃材料で埋める等火災予防上有効な措置を講ずること。 

(4)～(10) （略） 

２ 屋外に設ける変電設備（柱上及び道路上に設ける電気事業者用のもの並び

に消防長が火災予防上支障がないと認める構造を有するキュービクル式のも

のを除く。）にあっては、建築物から３メートル以上の距離を保たなければ

ならない。ただし、不燃材料で造り、又はおおわれた外壁で開口部のないも

のに面するときは、この限りでない。 

３ （略） 

第１条～第１０条の２ （略） 

（変電設備） 

第１１条 屋内に設ける変電設備（全出力２０キロワット以下のもの及び次条

に掲げるものを除く。以下同じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基

準によらなければならない。 

(1)～(3) （略） 

(3)の２ 建築物等の部分との間に換気、点検及び整備に支障のない距離を保

つこと。 

(3)の３ 第３号の壁等をダクト、ケーブル等が貫通する部分には、すき間を

不燃材料で埋める等火災予防上有効な措置を講ずること。 

(4)～(10) （略） 

２ 屋外に設ける変電設備（柱上及び道路上に設ける電気事業者用のもの並び

に消防長が火災予防上支障がないと認める構造を有するキュービクル式のも

のを除く。）にあっては、建築物から３メートル以上の距離を保たなければ

ならない。ただし、不燃材料で造られ、又は覆われた外壁で開口部のないも

のに面するときは、当該外壁との距離にあっては、この限りでない。 

３ （略） 
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（急速充電設備） 

第１１条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で変圧して、電気自動車等（電

気を動力源とする自動車等（道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２

条第１項第９号に規定する自動車又は同項第１０号に規定する原動機付自転

車をいう。第１２号において同じ。）をいう。以下この条において同じ。）

に充電する設備（全出力２０キロワット以下のもの及び全出力２００キロワ

ットを超えるものを除く。）をいう。以下同じ。）の位置、構造及び管理

は、次に掲げる基準によらなければならない。 

 

 

(1) 急速充電設備（全出力５０キロワット以下のもの及び消防長が認める延

焼を防止するための措置が講じられているものを除く。）を屋外に設ける

場合にあっては、建築物から３メートル以上の距離を保つこと。ただし、

不燃材料で造られ、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するとき

は、当該面する外壁との距離においては、この限りでない。 

 

 

 

(2) その筐体は不燃性の金属材料で造ること。 

（急速充電設備） 

第１１条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で変圧して、電気自動車等（電

気を動力源とする自動車、原動機付自転車、船舶、航空機その他これらに類

するものをいう。以下同じ。）にコネクター（充電用ケーブルを電気自動車

等に接続するためのものをいう。以下同じ。）を用いて充電する設備（全出

力２０キロワット以下のものを除く。）をいい、分離型のもの（変圧する機

能を有する設備本体及び充電ポスト（コネクター及び充電用ケーブルを収納

する設備で、変圧する機能を有しないものをいう。以下同じ。）により構成

されるものをいう。以下同じ。）にあっては、充電ポストを含む。以下同

じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基準によらなければならない。 

(1) 急速充電設備（全出力５０キロワット以下のもの及び消防長が認める延

焼を防止するための措置が講じられているものを除く。）を屋外に設ける

場合にあっては、建築物から３メートル以上の距離を保つこと。ただし、

次に掲げるものにあっては、この限りでない。 

 

ア 不燃材料で造られ、又は覆われた外壁で開口部のないものに面すると

きは、当該外壁との距離 

イ 分離型のものにあっては、充電ポストと建築物との距離 

(2) その筐体は、不燃性の金属材料で造ること。ただし、分離型のものの充
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(3) （略） 

(4) 雨水等の浸入防止の措置を講ずること。 

(5) （略） 

(6) 急速充電設備と電気自動車等が確実に接続されていない場合には、充電

を開始しない措置を講ずること。 

(7) 急速充電設備と電気自動車等の接続部に電圧が印加されている場合に

は、当該接続部が外れないようにする措置を講ずること。 

 

(8)～(10) （略） 

(11)急速充電設備を手動で緊急停止させることができる措置を講ずること。 

 

 

(12)自動車等の衝突を防止する措置を講ずること。 

(13)コネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するための部分をい

う。以下この号において同じ。）について、操作に伴う不時の落下を防止

する措置を講ずること。ただし、コネクターに十分な強度を有するものに

あっては、この限りでない。 

(14)・(15) （略） 

電ポストにあっては、この限りでない。 

(3) （略） 

(4) その筐体は、雨水等の浸入防止の措置を講ずること。 

(5) （略） 

(6) コネクターと電気自動車等が確実に接続されていない場合には、充電を

開始しない措置を講ずること。 

(7) コネクターが電気自動車等に接続され、電圧が印加されている場合に

は、当該コネクターが当該電気自動車等から外れないようにする措置を講

ずること。 

(8)～(10) （略） 

(11)急速充電設備を手動で緊急に停止することができる装置を、当該急速充

電設備の利用者が異常を認めたときに、速やかに操作することができる箇

所に設けること。 

(12)急速充電設備と電気自動車等の衝突を防止する措置を講ずること。 

(13)コネクターについて、操作に伴う不時の落下を防止する装置を講ずるこ

と。ただし、コネクターに十分な強度を有するものにあっては、この限

りではない。 

 

(14)・(15) （略） 
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(16)急速充電設備のうち蓄電池を内蔵しているものにあっては、当該蓄電池

について次に掲げる措置を講ずること。 

 

ア～エ （略） 

 

 

(17)・(18) （略） 

２ （略） 

第１２条 （略） 

（蓄電池設備） 

第１３条 屋内に設ける蓄電池設備（定格容量と電槽数の積の合計が４，８０

０アンペアアワー・セル未満のものを除く。以下同じ。）の電槽は耐酸性の

床上又は台上に、転倒しないように設けなければならない。ただし、アルカ

リ蓄電池を設ける床上又は台上にあっては、耐酸性の床又は台としないこと

ができる。 

 

 

２ （略）  

３ 屋外に設ける蓄電池設備は、雨水等の浸入防止の措置を講じたキュービク

(16)急速充電設備のうち蓄電池（主として保安のために設けるものを除く。

以下この号及び次号において同じ。）を内蔵しているものにあっては、当

該蓄電池について次に掲げる措置を講ずること。 

ア～エ （略） 

(17)急速充電設備のうち分離型のものにあっては、充電ポストに蓄電池を内

蔵しないこと。 

(18)・(19) （略） 

２ （略） 

第１２条 （略） 

（蓄電池設備） 

第１３条 蓄電池設備（蓄電池容量が１０キロワット時以下のもの及び蓄電池

容量が１０キロワット時を超え２０キロワット時以下のものであって蓄電池

設備の出火防止措置及び延焼防止措置に関する基準（令和５年消防庁告示第

７号）第２に定めるものを除く。以下同じ。）は、地震等により容易に転倒

し、亀裂し、又は破損しない構造としなければならない。この場合におい

て、開放形鉛蓄電池を用いたものにあっては、その電槽は、耐酸性の床上又

は台上に設けなければならない。 

２ （略） 

３ 第１項に規定するもののほか、屋外に設ける蓄電池設備（柱上及び道路上
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ル式のものとしなければならない。 

 

 

 

 

 

４ 前項に規定するもののほか、屋外に設ける蓄電池設備の位置、構造及び管

理の基準については、第１０条第４号、第１１条第１項第３号の２、第５

号、第６号及び第９号並びに第２項並びに本条第１項の規定を準用する。 

第１４条・第１５条 （略） 

（避雷設備） 

第１６条 避雷設備の位置及び構造は、消防長が指定する日本産業規格（産業

標準化法（昭和２４年法律第１８５号）第２０条第１項の日本産業規格をい

う。）に適合するものとしなければならない。 

２ （略） 

第１７条～第２２条の２ （略） 

（喫煙等） 

第２３条 （略） 

２ （略） 

に設ける電気事業者用のもの、蓄電池設備の出火防止措置及び延焼防止措置

に関する基準第３に定めるもの並びに消防長が火災予防上支障がないと認め

る構造を有するキュービクル式のものを除く。）にあっては、建築物から３

メートル以上の距離を保たなければならない。ただし、不燃材料で造られ、

又は覆われた外壁で開口部のないものに面するときは、当該外壁との距離に

あっては、この限りでない。 

４ 前項に規定するもののほか、屋外に設ける蓄電池設備の位置、構造及び管

理の基準については、第１０条第４号、第１１条第１項第３号の２、第５

号、第６号及び第９号並びに第１１条の２第１項第４号の規定を準用する。 

第１４条・第１５条 （略） 

（避雷設備） 

第１６条 避雷設備の位置及び構造は、消防長が指定する日本産業規格（産業

標準化法（昭和２４年法律第１８５号）第２０条第１項の日本産業規格をい

う。以下同じ。）に適合するものとしなければならない。 

２ （略） 

第１７条～第２２条の２ （略） 

（喫煙等） 

第２３条 （略） 

２ （略） 
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３ 前項の場合において、併せて図記号による標識を設けるときは、別表第７

に定めるものとしなければならない。 

４ 第１項の消防長が指定する場所（同項第３号に掲げる場所を除く。）を有

する防火対象物の関係者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める措置を講じなければならない。 

(1) （略） 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 適当な数の吸殻容器を設けた喫煙所の設

置及び当該喫煙所における「喫煙所」と表示した標識の設置（併せて図記

号による標識を設けるときは、別表第７に定めるものとしなければならな

い。） 

 

 

 

 

 

 

５ 前項第２号に掲げる場合において、劇場等の喫煙所は、階ごとに客席及び

廊下（通行の用に供しない部分を除く。）以外の場所に設けなければならな

い。ただし、劇場等の一部の階において全面的に喫煙が禁止されている旨の

 

 

３ 第１項の消防長が指定する場所（同項第３号に掲げる場所を除く。）を有

する防火対象物の関係者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める措置を講じなければならない。 

(1) （略） 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合（健康増進法（平成１４年法律第１０３

号）第３３条第２項に規定する喫煙専用室標識を設ける場合を除く。） 

 適当な数の吸殻容器を設けた喫煙所の設置及び当該喫煙所における「喫煙

所」と表示した標識の設置 

４ 第２項又は前項第２号に規定する標識と併せて図記号による標識を設ける

ときは、「禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識と併せて設ける図記号に

あっては国際標準化機構が定めた規格第７０１０号又は日本産業規格Ｚ８２

１０に適合するものとし、「喫煙所」と表示した標識と併せて設ける図記号

にあっては国際標準化機構が定めた規格第７００１号又は日本産業規格Ｚ８

２１０に適合するものとしなければならない。 

５ 第３項第２号に掲げる場合において、劇場等の喫煙所は、階ごとに客席及

び廊下（通行の用に供しない部分を除く。）以外の場所に設けなければなら

ない。ただし、劇場等の一部の階において全面的に喫煙が禁止されている旨
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標識の設置その他の当該階における全面的な喫煙の禁止を確保するために消

防長が火災予防上必要と認める措置を講じた場合は、当該階において喫煙所

を設けないことができる。 

６・７ （略） 

第２４条～第４３条 （略） 

（火を使用する設備等の設置の届出） 

第４４条 火を使用する設備又はその使用に際し、火災の発生のおそれのある

設備のうち、次の各号に掲げるものを設置しようとする者は、あらかじめ、

その旨を消防長に届け出なければならない。 

(1)～(3) （略） 

(3の2)当該厨房設備の入力と同一厨房室内に設ける他の厨房設備の入力の合

計が３５０キロワット以上の厨房設備 

 (4)～(7) （略） 

 (7の2)入力７０キロワット以上の内燃機関によるヒートポンプ冷暖房機 

(8) （略） 

(8の2)放電加工機 

 (9)～(12) （略） 

(13)蓄電池設備 

(14)・(15) （略） 

の標識の設置その他の当該階における全面的な喫煙の禁止を確保するために

消防長が火災予防上必要と認める措置を講じた場合は、当該階において喫煙

所を設けないことができる。 

６・７ （略） 

第２４条～第４３条 （略） 

（火を使用する設備等の設置の届出） 

第４４条 火を使用する設備又はその使用に際し、火災の発生のおそれのある

設備のうち、次に掲げるものを設置しようとする者は、あらかじめ、その旨

を消防長に届け出なければならない。 

 (1)～(3) （略） 

 (3)の２ 当該厨房設備の入力と同一厨房室内に設ける他の厨房設備の入力の

合計が３５０キロワット以上の厨房設備 

 (4)～(7) （略） 

(7)の２ 入力７０キロワット以上の内燃機関によるヒートポンプ冷暖房機 

(8) （略） 

(8)の２ 放電加工機 

 (9)～(12) （略） 

 (13)蓄電池設備（蓄電池容量が２０キロワット時以下のものを除く。） 

 (14)・(15) （略） 
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第４５条～第５０条 （略） 

別表第１・別表第２ （略） 

別表第３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４５条～第５０条 （略） 

別表第１・別表第２ （略） 

別表第３（第３条、第１８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 離隔距離（cm） 

 入力 上方 側方 前方 後方 備考 

炉～
温風
暖房
機 

（略） 

厨房
設備 

気体
燃料 

不燃
以外 

開放式 組込型こんろ・グ
リル付こんろ・グ
リドル付こんろ、
キャビネット型こ
んろ・グリル付こ
んろ・グリドル付
こんろ 
 
 

１４kW
以下 

１００ １５ 
注 

１５ １５ 
注 

（略） 

据置型レンジ 
 

 

２１kW
以下 

１００ １５ 
注 

１５ １５ 
注 

不燃 開放式 組込型こんろ・グ
リル付こんろ・グ
リドル付こんろ、
キャビネット型こ
んろ・グリル付こ
んろ・グリドル付
こんろ 
 
 

１４kW
以下 

８０ ０ － ０ 

据置型レンジ 
 

２１kW
以下 

８０ ０ － ０ 

種類 離隔距離（cm） 

 入力 上方 側方 前方 後方 備考 

炉～
温風
暖房
機 

（略） 

厨房
設備 

気体
燃料 

不燃
以外 

開放式 組込型こんろ・グ
リル付こんろ・グ
リドル付こんろ、
キャビネット型こ
んろ・グリル付こ
んろ・グリドル付
こんろ 

１４kW
以下 

１００ １５ 
注 

１５ １５ 
注 

（略） 

据置型レンジ ２１kW
以下 

１００ １５ 
注 

１５ １５ 
注 

不燃 開放式 組込型こんろ・グ
リル付こんろ・グ
リドル付こんろ、
キャビネット型こ
んろ・グリル付こ
んろ・グリドル付
こんろ 

１４kW
以下 

８０ ０ － ０ 

据置型レンジ ２１kW
以下 

８０ ０ － ０ 

固体
燃料 

不燃
以外 

木炭を燃
料とする
もの 

炭火焼き器 － １００ ５０ ５０ ５０ 

不燃 木炭を燃
料とする

炭火焼き器 － ８０ ３０ － ３０ 

-
 
7
4
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

備考 （略） 

別表第４～別表第６ （略） 

別表第７（第２３条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第８ （略） 

 

 

 

 

 

備考 （略） 

別表第４～別表第６ （略） 

別表第７ 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第８ （略） 
 

          

 上記に分類され

ないもの 
（略） 

ボイ

ラー

～電

気温

水器 

（略） 

   もの       

 上記に分類され

ないもの 
（略） 

ボイ

ラー

～電

気温

水器 

（略） 

表示の種類 図記号 色 

禁煙である旨の表示  記号は黒、斜めの帯及

び枠は赤、地は白 

火気厳禁である旨の表示  記号は黒、斜めの帯及

び枠は赤、地は白 

喫煙所である旨の表示  記号は黒、地は白 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

     

 

 

      

-
 
7
5
 
-



議案第５７号 

 

 

池田市立敬老会館条例の廃止について 

 

 

池田市立敬老会館条例を廃止する条例を次のように定める。 

 

 

令和５年９月５日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

 

 

理  由 

施設の老朽化に伴い、池田市立敬老会館を廃止するため、本条例を廃止す

るものである。 

 

 

- 76 -



池田市条例第  号 

 

池田市立敬老会館条例を廃止する条例（案） 

 

池田市立敬老会館条例（昭和４７年池田市条例第７号）は、廃止する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （議会の議決に付すべき公の施設の廃止又は長期かつ独占的な利用に関する 

条例の一部改正） 

２ 議会の議決に付すべき公の施設の廃止又は長期かつ独占的な利用に関する

条例（昭和３９年池田市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

第２条中第１６号を削り、第１７号を第１６号とし、第１８号から第３８

号までを１号ずつ繰り上げる。 

 

- 77 -



議案第５７号  説  明 

 

池田市立敬老会館条例の廃止について 

 

１ 池田市立敬老会館を廃止するため、本条例を廃止するものであること。 

（本則関係） 

２ この条例は、令和６年４月１日から施行するものであること。また、関係

条例の規定を整理するものであること。 

（附則関係） 

- 78 -



議案第５７号  参  考 

池田市立敬老会館条例を廃止する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

   議会の議決に付すべき公の施設の廃止又は長期かつ独占的な利用に関す

る条例 

第１条 （略） 

 （議決すべき公の施設の利用） 

第２条 次に掲げる重要な公の施設について、１年を超える期間にわたる独占

的な利用をさせるときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下

「法」という。）第９６条第１項第１１号の規定により、議会の議決を経な

ければならない。 

(1)～(15) （略） 

 (16)敬老会館 

 (17)～(38) （略） 

第３条 （略） 

 

 

 

 

 

   議会の議決に付すべき公の施設の廃止又は長期かつ独占的な利用に関す

る条例 

第１条 （略） 

 （議決すべき公の施設の利用） 

第２条 次に掲げる重要な公の施設について、１年を超える期間にわたる独占

的な利用をさせるときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下

「法」という。）第９６条第１項第１１号の規定により、議会の議決を経な

ければならない。 

(1)～(15) （略） 

  

 (16)～(37) （略） 

第３条 （略） 

 

 

-
 
7
9
 
-



議案第５８号 

 

 

池田市有功賞表彰について 

 

 

池田市表彰条例（昭和３７年池田市条例第１７号）第４条第１号の規定によ

り、池田市有功賞をもって表彰するため、下記の者を推薦するので議会の議決

を求める。 

 

記 

 

住 所                

氏 名     森   芳 人 

          生    

経 歴     池田市固定資産評価審査委員会委員長等 

   

 

令和５年９月５日 提出 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

理  由 

上記の者は、本市の行政委員会の長として本市の行政の向上に尽力し、地

方自治の発展に寄与した功績が誠に顕著であるため、池田市有功賞の表彰に

ついて推薦するものである。 

- 80 -



議案第５９号 

 

 

池田市教育委員会委員の任命について 

 

 

下記の者を池田市教育委員会委員に任命したいので、地方教育行政の組織及

び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、

議会の同意を求める。 

 

記 

 

住 所                    

 

  氏 名     小 林 哲 彦 

 

             生    

 

 

  令和５年９月５日 提出 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

理  由 

池田市教育委員会委員小林哲彦氏は、来る令和５年９月３０日をもって任

期満了となるため、その後任を任命するものである。 

- 81 -



議案第６０号 

 

 

池田市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

 

  下記の者を池田市固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により、議会の同意を

求める。 

 

記 

 

住 所                           

 

  氏 名     光 岡 正 史 

 

           生    

 

 

   令和５年９月５日  提出 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

理  由 

池田市固定資産評価審査委員会委員森芳人氏は、来る令和５年１０月３１

日をもって任期満了となるため、その後任を選任するものである。 

- 82 -



令 和 ５ 年 度

池 田 市 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算

（第２号）

　議案第６１号

-
 
8
3
 
-



 議案第　　号

（総　　　則）

第１条　令和５年度池田市水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出）

第２条　令和５年度池田市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び

  支出の予定額を、次のとおり補正する。

（単位　千円）

１水 道 事 業 収 益 ２，３４０，７１４ １２，６４８ ２，３５３，３６２

１ 営 業 収 益 ２，００６，８１８ １２，６４８ ２，０１９，４６６

令和５年度池田市水道事業会計補正予算（第２号）

補 正 予 定 額 計

収　　　　　　　　　入

科　　　　　　　　目
既 決 予 定 額

款 項

-
 
8
4
 
-



（単位　千円）

１水 道 事 業 費 用 ２，５１４，８２８ ２，８２８ ２，５１７，６５６

１ 営 業 費 用 ２，３３４，５９６ １，８４８ ２，３３６，４４４

２ 営 業 外 費 用 １５３，８０４ ９８０ １５４，７８４

補 正 予 定 額

　　　　　　　　　　　　　　　大阪府池田市長　　瀧　澤　智　子

令和 ５ 年 ９ 月 ５ 日　提　出

科　　　　　　　　目
計

款 項
既 決 予 定 額

支　　　　　　　　　出

-
 
8
5
 
-



１ 水 道 事 業 収 益 ２，３４０，７１４ １２，６４８ ２，３５３，３６２

１ 営 業 収 益 ２，００６，８１８ １２，６４８ ２，０１９，４６６

１ 給 水 収 益 １，９４４，８７０ １１，７８０ １，９５６，６５０

２ 他 会 計 負 担 金 ５５，５０２ ８６８ ５６，３７０

１ 水 道 事 業 費 用 ２，５１４，８２８ ２，８２８ ２，５１７，６５６

１ 営 業 費 用 ２，３３４，５９６ １，８４８ ２，３３６，４４４

４ 業 務 費 １５４，５８１ １，８４８ １５６，４２９

２ 営 業 外 費 用 １５３，８０４ ９８０ １５４，７８４

３
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

４，６４１ ９８０ ５，６２１

収益的収入及び支出

令和５年度池田市水道事業会計補正予算実施計画

（単位　千円）

款 項 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

収　　　　　　　入

支　　　　　　　出

（単位　千円）

款 項 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

-
 
8
6
 
-



-
 
8
7
 
-



令和５年度池田市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで ）

業務活動によるキャッシュ・フロー ５１９,１３４

利息の受取額 ４１

利息の支払額 △ １０４,７０６

未収金の増減額（△は増加） ３１,７４８

小　計 ６２３,７９９

賞与等引当金の増減額（△は減少）

支払利息 １０４,７０６

未払金の増減額（△は減少） △ ５４,４０３

固定資産除売却費 １,６８４

受取利息 △ ４１

長期前受金戻入 △ １３９,３７０

△

１,２３９

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

退職給付引当金の増減額（△は減少） ２１,１０９

減価償却費 ９１８,００５

２７０

（単位　千円）

当年度純利益又は当年度純損失（△） △ ２６０,６０８

貸倒引当金の増減額（△は減少）

-
 
8
8
 
-



投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

一般会計および他の特別会計からの繰入金による収入 １,２３６

府補助金の返還による支出

１５,０００

２９,４８７

３

６７９,８００

１,０２５,３２２

工事負担金による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

２

２,４３１,８８３

△

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ９９４,２５０

△ ６５０,３１３

２,８７７,５１２

財務活動によるキャッシュ・フロー

４４５,６２９

府補助金による収入

△ １,３６４

有形固定資産の取得による支出 △

１６,２００

-
 
8
9
 
-



１

(1)

２，１４１，５５８

７７３，８５５

△　４１３，０７８ ３６０，７７７

２３，７３２，１６０

△　１１，７４６，１４９ １１，９８６，０１１

１０，４７９，５４３

△　６，８５１，３０６ ３，６２８，２３７

３８，４７２

△　３２，２３３ ６，２３９

２１４，２９０

△　１３０，３２７ ８３，９６３

３８３，１１０

１８，５８９，８９５

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

( 令 和 ６ 年 ３ 月 ３１ 日 )
(単位　千円)

資　　産　　の　　部

ニ

固 定 資 産

イ

有 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

土 地

ロ

ホ

ヘ

ト 建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

令和５年度池田市水道事業予定貸借対照表

建 物

ハ

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

-
 
9
0
 
-



(2)

７０７，７４５

７７８

７０８，５２３

１９，２９８，４１８

２

(1) ２，４３１，８８３

(2) ２４３，３０９

△　６，０７１ ２３７，２３８

(3) ２６，１６１

２，６９５，２８２

２１，９９３，７００

貸 倒 引 当 金

ダ ム 使 用 権

現 金 預 金

未 収 金

無 形 固 定 資 産

資 産 合 計

イ

ロ

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

電 話 加 入 権

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

-
 
9
1
 
-



３

(1)

７，９７６，４７０

７，９７６，４７０

(2)

３４２，５９２

３４２，５９２

８，３１９，０６２

４

(1)

６７０，７８１

６７０，７８１

(2) ６６，０９７

(3) １５３，５４７

(4)

３５，９１７

３５，９１７

９２６，３４２

未 払 金

引 当 金

引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

流 動 負 債

企 業 債

イ 退 職 給 付 引 当 金

イ

引 当 金 合 計

イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

企 業 債 合 計

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

預 り 金

充 て る た め の 企 業 債

引 当 金 合 計

イ 賞 与 等 引 当 金

-
 
9
2
 
-



５

(1) ５，８５３，２６６

△　３，６０１，９４２

２，２５１，３２４

１１，４９６，７２８

６ １０，０１８，３２９

７

(1)

７２１，６７０

７２１，６７０

(2)

２４３，０２７

２４３，０２７

４７８，６４３

１０，４９６，９７２

２１，９９３，７００

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金

資 本 金

資　　本　　の　　部

繰 延 収 益 合 計

欠 損 金 合 計

イ

剰 余 金

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

イ

欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

-
 
9
3
 
-



その他

賞与等引当金の目的使用による取り崩しについて

当年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支払のため、賞与等引当金

３３，０３１千円を使用している。

令和５年度財務諸表に係る注記

(1)

イ

１

-
 
9
4
 
-



令 和 ５ 年 度

池田市水道事業会計補正予算説明

（第２号）

　議案第６１号　　説　　明

-
 
9
5
 
-



千円 千円 千円 千円

メ ー タ ー 料 △2,939 △2,939 減額

868 868 追加

２ 他会計負担金 55,502 868 56,370 

下 水 道 使 用 料
徴収事務負担金

１ 水道事業収益 2,340,714 12,648 2,353,362 

計
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分 金　　額

千円

１ 給 水 収 益 1,944,870 11,780 1,956,650 

収　益　的　収　入

款　　項 目 既決予定額 補正予定額

水 道 料 金 14,719 追加14,719 

(1)営 業 収 益 2,006,818 12,648 2,019,466 

-
 
9
6
 
-



千円 千円 千円 千円

収　益　的　支　出

款　　項 目 既決予定額 補正予定額 計
節

説　　　　　　　　　明
金　　額区　　　分

(1) 営 業 費 用 2,334,596 1,848 

１ 水道事業費用 2,514,828 2,828 

2,336,444 

４ 1,848 

委 託 料 1,848 

業 務 費 154,581 

1,848 

千円

2,517,656 

156,429 

追加

(2) 営 業 外 費 用 153,804 980 154,784 

980 980 追加

３
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

4,641 980 5,621 

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

-
 
9
7
 
-



 

-
 
9
8
 
-



令 和 ５ 年 度

池田市公共下水道事業会計補正予算

（第１号）

　議案第６２号

-
 
9
9
 
-



（総　　　則）

第１条　令和５年度池田市公共下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出）

（単位　千円）

１ 下水道事業収益 ２，８０３，０５０ １８，０３５ ２，８２１，０８５

１ 営 業 収 益 １，７５３，２６６ １９，７３８ １，７７３，００４

２ 営 業 外 収 益 １，０４９，７８４ △１，７０３ １，０４８，０８１

項
既 決 予 定 額

　入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

計
款

第２条　令和５年度池田市公共下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収

令和５年度池田市公共下水道事業会計補正予算（第１号）

補 正 予 定 額

収　　　　　　　　　入

科　　　　　　　　目

-
 
1
0
0
 
-



（単位　千円）

１ 下水道事業費用 ２，９１７，８１３ ８６８ ２，９１８，６８１

１ 営 業 費 用 ２，７６３，２１６ ８６８ ２，７６４，０８４

令和 ５ 年 ９ 月 ５ 日　提　出

　　　　　　　　　　　　　　　大阪府池田市長　　瀧　澤　智　子

支　　　　　　　　　出

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額
科　　　　　　　　目

計
款 項

-
 
1
0
1
 
-



１ 下 水 道 事 業 収 益 ２，８０３，０５０ １８，０３５ ２，８２１，０８５

１ 営 業 収 益 １，７５３，２６６ １９，７３８ １，７７３，００４

１ 下 水 道 使 用 料 １，００９，２８０ １９，７３８ １，０２９，０１８

２ 営 業 外 収 益 １，０４９，７８４ △１，７０３ １，０４８，０８１

４
消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 還 付 金

６６，２６８ △１，７０３ ６４，５６５

１ 下 水 道 事 業 費 用 ２，９１７，８１３ ８６８ ２，９１８，６８１

１ 営 業 費 用 ２，７６３，２１６ ８６８ ２，７６４，０８４

４ 業 務 費 ４４，４０９ ８６８ ４５，２７７

支　　　　　　　出

（単位　千円）

款 項 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

令和５年度池田市公共下水道事業会計補正予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　　　　入

（単位　千円）

款 項 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

-
 
1
0
2
 
-



-
 
1
0
3
 
-



（単位　千円）

２,４６２

１２,８００

業務活動によるキャッシュ・フロー △

１９

３９６,１１２

小　計 △ ２６２,０３４

１３４,０９７

利息の受取額

利息の支払額 △

１,４７７,２１７

前払金の増減額（△は減少） ７,３００

未払金の増減額（△は減少） △ ８７１,６６３

未収金の増減額（△は増加）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

３６,４６７

１３４,０９７

２１０,４３６

減価償却費

△

受取利息

△

貸倒引当金の増減額（△は減少）

令和５年度池田市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（ 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで ）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

賞与等引当金の増減額（△は減少）

当年度純利益又は当年度純損失（△） △

３１８

９,４９６

８５９,４３７

△

長期前受金戻入

１９

支払利息

固定資産除売却費

-
 
1
0
4
 
-



３７１,７５９

７２０,７７１

１,０７１,６９０

一般会計および他の特別会計からの繰入金による収入 １,００８

２１

１６,６６４

１,０００

１,７８６,５０６

２,８８２,５４９

１,０９６,０４３

１５,０３０

△

資金期末残高

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金期首残高

資金増加額（又は減少額） △

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 １,０７７,５００

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

工事負担金による収入 ５８

有形固定資産の取得による支出 △

国庫補助金による収入

１,７３３,２０４

６７８,０９１

他会計からの出資による収入

新規貸付による支出

貸付金の回収による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △

△

無形固定資産の取得による支出 △

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

-
 
1
0
5
 
-



１

(1)

２，０７２，２９４

１，７６９，３５１

△　１，２６０，６１２ ５０８，７３９

３８，８６９，５３４

△　１４，２４７，８０６ ２４，６２１，７２８

１２，８２９，８７３

△　８，７３３，７３０ ４，０９６，１４３

５，５５２

△　５，２７４ ２７８

８３，５２７

△　６６，８９８ １６，６２９

４９９，３２２

３１，８１５，１３３

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

( 令 和 ６ 年 ３ 月 ３１ 日 )
(単位　千円)

資　　産　　の　　部

ニ

固 定 資 産

イ 土 地

ロ 建 物

ハ

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

令和５年度池田市公共下水道事業予定貸借対照表

有 形 固 定 資 産 合 計

ホ

ヘ

ト 建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

-
 
1
0
6
 
-



(2)

１，２８２，０７３

１，２８２，０７３

(3)

９７９

９７９

３３，０９８，１８５

２

(1) １，７８６，５０６

(2) ２５７，０４５

△　３，１９１ ２５３，８５４

２，０４０，３６０

３５，１３８，５４５

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

資 産 合 計

イ

未 収 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

現 金 預 金

流 動 資 産

イ 長 期 貸 付 金

施 設 利 用 権

-
 
1
0
7
 
-



３

(1)

１０，８８２，２５４

１０，８８２，２５４

(2)

１５６，８６４

１５６，８６４

１１，０３９，１１８

４

(1)

７５０，３７４

７５０，３７４

(2) ５３９

(3) １３９，９７３

(4)

２３，５５４

２３，５５４

９１４，４４０

預 り 金

イ

引 当 金

引 当 金 合 計

イ 賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

イ

負　　債　　の　　部

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

流 動 負 債

企 業 債

引 当 金

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

未 払 金

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債

-
 
1
0
8
 
-



５

(1) ３２，５２５，１８５

△　１６，４１１，９５２

１６，１１３，２３３

２８，０６６，７９１

６ ５，５１９，６４３

７

(1)

１，４４４，５５６

２６７，６９８

３６９

１３８，１９１

１，８５０，８１４

(2)

２９８，７０３

２９８，７０３

１，５５２，１１１

７，０７１，７５４

３５，１３８，５４５

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金

資 本 剰 余 金

繰 延 収 益

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

イ

受 贈 財 産 評 価 額

欠 損 金 合 計

欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

国 庫 補 助 金ロ

ハ 府 補 助 金

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金

剰 余 金

資 本 金

イ

-
 
1
0
9
 
-



セグメント情報
報告セグメントごとの営業収益等
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

その他

賞与等引当金の目的使用による取り崩しについて

当年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支払のため、賞与等引当金

２０，１６１千円を使用している。

２

(1)

イ

令和５年度財務諸表に係る注記

１
(1)

(単位　千円)

項目
公共下水道事業

合計
汚水処理 雨水処理

 営業収益 ９３５，９２６ ７４３，５３１ １，６７９，４５７
 営業費用 １，５８０，６５５ １，１０８，７７６ ２，６８９，４３１
 営業損益 △　６４４，７２９ △　３６５，２４５ △　１，００９，９７４
 経常損益 △　１８９，９３６ ０ △　１８９，９３６
 セグメント資産 １１，７０８，９９９ ２３，４２９，５４６ ３５，１３８，５４５
 セグメント負債 １０，９９７，０３３ １７，０６９，７５８ ２８，０６６，７９１
 その他の項目
　　他会計負担金 ０ ７４３，５３１ ７４３，５３１
　　他会計補助金 ９３，１５２ ８８８ ９４，０４０
　　減価償却費 ６９８，３４０ ７７８，８７７ １，４７７，２１７
　　長期前受金戻入 ４０５，３４７ ４５４，０９０ ８５９，４３７

０ ５００
　　固定資産増加分 ３５５，５４５ １，３９４，３２３ １，７４９，８６８
　　特別損失 ５００

-
 
1
1
0
 
-



令 和 ５ 年 度

池田市公共下水道事業会計補正予算説明

（第１号）

　議案第６２号　　説　　明

-
 
1
1
1
 
-



千円 千円 千円 千円

減額
消費税及び地方
消費税還付金

△1,703 △1,703 

１ 下水道事業収益 2,803,050 18,035 

(2)営 業 外 収 益 1,049,784 

収　益　的　収　入

款　　項 目 既決予定額 補正予定額 説　　　　　　　　　明
区　　　分 金　　額

計
節

千円

追加

1,029,018 

下水道使用料 19,738 

2,821,085 

1,773,004 

１ 下水道使用料

(1)営 業 収 益 1,753,266 19,738 

1,009,280 19,738 

19,738 

４

1,048,081 

64,565 

△1,703 

66,268 △1,703 消費税及び地方
消費税還付金

-
 
1
1
2
 
-



千円 千円 千円 千円

868 追加868 負 担 金  下水道使用料徴収事務負担金

４ 業 務 費 44,409 868 45,277 

2,763,216 

下水道事業費用 2,917,813 868 

計

千円

2,764,084 

節
説　　　　　　　　　明

区　　　分 金　　額

(1)

2,918,681 

868 営 業 費 用

収　益　的　支　出

款　　項 目 既決予定額 補正予定額

１

-
 
1
1
3
 
-



 

-
 
1
1
4
 
-



議案第６３号

　令和５年度池田市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ５４２,２７１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　１１,２９７,９３０千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳

　出予算補正」による。

　

　　令和５年９月５日　提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

令和５年度池田市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

-
 
1
1
5
 
-



-
 
1
1
6
 
-

7



議案第６３号　　説　　明

歳入歳出補正予算事項別明細書

国民健康保険特別会計 第１号

令和５年度

-
 
1
1
7
 
-



-
 
1
1
8
 
-

7



歳 入

-
 
1
1
9
 
-



-
 
1
2
0
 
-



-
 
1
2
1
 
-

7



-
 
1
2
2
 
-



歳 出

-
 
1
2
3
 
-



-
 
1
2
4
 
-



-
 
1
2
5
 
-



-
 
1
2
6
 
-



参 考 資 料

-
 
1
2
7
 
-



-
 
1
2
8
 
-

7



-
 
1
2
9
 
-



-
 
1
3
0
 
-



議案第６４号

　令和５年度池田市の介護保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ２２２,４４１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　１０,７７９,０５４千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳

　出予算補正」による。

　　令和５年９月５日　提出

令和５年度池田市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

-
 
1
3
1
 
-



-
 
1
3
2
 
-

10



議案第６４号　　説　　明

歳入歳出補正予算事項別明細書

介護保険事業特別会計 第１号

令和５年度

-
 
1
3
3
 
-



-
 
1
3
4
 
-

10



歳 入

-
 
1
3
5
 
-



-
 
1
3
6
 
-

10



歳 出

-
 
1
3
7
 
-



-
 
1
3
8
 
-



-
 
1
3
9
 
-



-
 
1
4
0
 
-



参 考 資 料

-
 
1
4
1
 
-



-
 
1
4
2
 
-



-
 
1
4
3
 
-

10



-
 
1
4
4
 
-



-
 
1
4
5
 
-



 

-
 
1
4
6
 
-



議案第６５号

　令和５年度池田市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ６７,１３１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　２,２３５,１５６千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、｢第１表 歳入歳

　出予算補正」による。

　　令和５年９月５日　提出

令和５年度池田市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

-
 
1
4
7
 
-



-
 
1
4
8
 
-

5



議案第６５号　　説　　明

後期高齢者医療事業特別会計 第１号

令和５年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

-
 
1
4
9
 
-



-
 
1
5
0
 
-

5



歳 入

-
 
1
5
1
 
-



-
 
1
5
2
 
-

5



歳 出

-
 
1
5
3
 
-



-
 
1
5
4
 
-



参 考 資 料

-
 
1
5
5
 
-



-
 
1
5
6
 
-

5



-
 
1
5
7
 
-



 

-
 
1
5
8
 
-



議案第６６号

　令和５年度池田市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ２９１,４５８千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　４２,７９２,９３８千円とする。

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳

　出予算補正」による。

　　令和５年９月５日　提出

令和５年度池田市一般会計補正予算（第６号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

-
 
1
5
9
 
-



-
 
1
6
0
 
-



議案第６６号　　説　　明

令和５年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

一 般 会 計 第 ６ 号

-
 
1
6
1
 
-



-
 
1
6
2
 
-



歳 入

-
 
1
6
3
 
-



-
 
1
6
4
 
-



-
 
1
6
5
 
-



 

-
 
1
6
6
 
-



歳 出

-
 
1
6
7
 
-



-
 
1
6
8
 
-



-
 
1
6
9
 
-



-
 
1
7
0
 
-



参 考 資 料

-
 
1
7
1
 
-



-
 
1
7
2
 
-



-
 
1
7
3
 
-



-
 
1
7
4
 
-



-
 
1
7
5
 
-
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1
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6
 
-



-
 
1
7
7
 
-



-
 
1
7
8
 
-



（単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

 義 務 的 経 費 22,703,791     ─  　 22,703,791     

人　  件　  費 8,512,170     ─  　 8,512,170     

扶　  助　  費 10,335,220     ─  　 10,335,220     

公　  債　  費 3,856,401     ─  　 3,856,401     

 投 資 的 経 費 2,154,276     ─  　 2,154,276     

 そ　   の   　他 17,643,413     291,458     17,934,871     

物　  件　  費 7,881,650     269,574     8,151,224     

そ　  の　  他 9,761,763     21,884     9,783,647     

42,501,480     291,458     42,792,938     合 計

区 分

歳 出 性 質 別 表
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1
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9
 
-
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-



 

-
 
1
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2
 
-



議案第６７号

　令和５年度池田市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ４９６,３９８千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　４３,２８９,３３６千円とする。

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳

　出予算補正」による。

　　令和５年９月５日　提出

令和５年度池田市一般会計補正予算（第７号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

-
 
1
8
3
 
-
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-
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1
8
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-



 

-
 
1
8
6
 
-



議案第６７号　　説　　明

令和５年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

一 般 会 計 第 ７ 号

-
 
1
8
7
 
-



-
 
1
8
8
 
-



歳 入

-
 
1
8
9
 
-



-
 
1
9
0
 
-



-
 
1
9
1
 
-



-
 
1
9
2
 
-



-
 
1
9
3
 
-



-
 
1
9
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歳 出

-
 
1
9
5
 
-



-
 
1
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-



-
 
1
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1
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-



-
 
1
9
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-
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2
0
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参 考 資 料

-
 
2
0
1
 
-



-
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0
2
 
-



-
 
2
0
3
 
-



-
 
2
0
4
 
-



-
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0
5
 
-



-
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-



-
 
2
0
7
 
-



-
 
2
0
8
 
-



（単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

 義 務 的 経 費 22,703,791     ─  　 22,703,791     

人　  件　  費 8,512,170     ─  　 8,512,170     

扶　  助　  費 10,335,220     ─  　 10,335,220     

公　  債　  費 3,856,401     ─  　 3,856,401     

 投 資 的 経 費 2,154,276     34,480     2,188,756     

 そ　   の   　他 17,934,871     461,918     18,396,789     

物　  件　  費 8,151,224     10,885     8,162,109     

そ　  の　  他 9,783,647     451,033     10,234,680     

42,792,938     496,398     43,289,336     合 計

区 分

歳 出 性 質 別 表
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-
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0
 
-
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1
 
-



議案第６８号 

 

 

令和４年度池田市病院事業会計決算の認定について 

 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和４年度池田市病院事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見書を付けて、

議会の認定に付する。 

 

 

  令和５年９月５日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 

- 212 -



議案第６９号 

 

 

令和４年度池田市水道事業会計決算の認定について 

 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和４年度池田市水道事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見書を付けて、

議会の認定に付する。 

 

 

  令和５年９月５日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 

- 213 -



議案第７０号 

 

 

令和４年度池田市公共下水道事業会計決算の認定について 

 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和４年度池田市公共下水道事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見書を

付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和５年９月５日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 

 

- 214 -



議案第７１号 

 

 

令和４年度池田市国民健康保険特別会計 

歳入歳出決算の認定についてあああああ 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和４年度池田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の

意見書を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和５年９月５日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 

- 215 -



議案第７２号 

 

 

令和４年度池田市財産区特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和４年度池田市財産区特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見書

を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和５年９月５日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 

- 216 -



議案第７３号 

 

 

令和４年度池田市介護保険事業特別会計 

歳入歳出決算の認定についてあああああ 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和４年度池田市介護保険事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の

意見書を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和５年９月５日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 

- 217 -



議案第７４号 

 

 

令和４年度池田市後期高齢者医療事業特別会計 

歳入歳出決算の認定についてああああああああ 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和４年度池田市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査

委員の意見書を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和５年９月５日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 

- 218 -



議案第７５号 

 

 

令和４年度池田市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和４年度池田市一般会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見書を付け

て、議会の認定に付する。 

 

 

  令和５年９月５日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 

 

- 219 -


